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パナソニックは創業以来、常に「人」を中心に、その「くらし」を見つめ、「A Better Life, 

A Better World」の実現に向けて、事業活動とともに企業市民活動を通じて社会課題の

解決や、より良いくらしの創造と世界中の人々の幸せ、社会の発展に貢献すべく取り組んで

まいりました。

一方、グローバルでの社会課題を捉えると、2015年に国連で採択された2030年までの持続

可能な開発目標である「Sustainable Development Goals（SDGs）」には、第1番目の目標に

「貧困の解消」が掲げられており、新興国・途上国における絶対的貧困はもちろんのこと、

先進国においても相対的貧困の深刻化により格差が広がりつつあるなど、その課題解決に

向 け た 取 り 組 み が 急 務 と な っ て い ま す 。

松下幸之助創業者も、企業の社会的使命として「生産者の使命は、この社会から『貧困』を

なくしていくこと」と語っています。

そこで本ファンドでは、2018年度より「Panasonic NPO/NGOサポートファンド for SDGs」と

プログラム名を改め、「貧困の解消」に向けて取り組むNPO/NGOが持続発展的に社会変革に

取り組めるよう、「海外助成」「国内助成」の2つのプログラムでその組織基盤強化に助成する

ことにいたしました。

初年度となる2018年募集事業には38団体から応募があり、「海外助成」7団体、「国内助成」

8 団 体 、合 計 1 5 団 体 に 1 , 9 9 5 万 円 の 助 成 が 決 定 し て い ま す 。

また、本ファンドの前身となる「Panasonic NPOサポート ファンド」の継続助成には、10団体に

1,500万円の助成が決定しており、今年度はあわせて25団体に、助成総額3,495万円の助成

をします。

こ こ に 、2 0 1 8 年 募 集 事 業 の 選 考 結 果 を ご 報 告 い た し ま す 。

1人でも多くの方に本ファンドの取り組みと、組織基盤強化の重要性をご理解いただけます

と幸いです。

今後も社会において重要な役割を果たすNPO/NGOの皆様とともに、組織基盤強化の取り組み

を通じて、市民活動の持続発展、社会課題の解決促進、社会変革に貢献してまいります。

2019年1月

パナソニック株式会社

「A Better Life, A Better World」の実現に向けて
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2018年募集事業　選考結果レポート

SDGsとは、2015年9月の国連

サミットにおいて、193の国連

加盟国によって採択された

「持続可能な開発のための

2030アジェンダ」の中で掲げ

られた、2030年までに実現を

目指す国際目標のことです。

持続可能な世界を実現する

ための17のゴール・169の

ターゲットから構成され、第1

の目標に「貧困の解消」が

掲げられています。

持続可能な開発目標 「Sustainable Development Goals（SDGs）」
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新興国・途上国内で貧困の解消、または貧困と関連のある問題の解消に向けて取り組むNGOの組織
基盤強化を応援する「海外助成」では、新規助成への応募件数12件の中から7件、助成総額1,000万円
が助成対象事業として選ばれました。

Panasonic NPO/NGOサポートファンド for SDGs
 海外助成  2018年募集事業 助成先団体一覧

＜新規助成＞
組織
診断

基盤
強化

「組織基盤強化事業名」団体名
代表者
（役職）

所在地
助成額
（万円）

○

○

○ 目賀田 周一郎
（理事長）

東京都 100
公益財団法人 ケア・インターナショナル ジャパン
「貧困のない世界を目指す活動を持続発展させるための
 組織基盤強化」

東京都 100

瀧本 幸弘
（理事長）

三重県 100
特定非営利活動法人 DIFAR
「ボリビアにおけるリサイクル普及活動第2フェーズ実施の
 ための組織診断」

○
大谷 賢二
（理事長）

福岡県 100
一般財団法人 カンボジア地雷撤去キャンペーン
「組織診断による課題抽出と次世代育成を軸とした組織基盤強化
 ～地雷原の子どもたちの笑顔の為に～」

○
岩附 由香
（代表）

東京都 200
認定特定非営利活動法人 ACE
「SDGs8.7「2025年までに児童労働ゼロ」達成に向けた
 シナリオ策定・チームビルディング事業」

○
後藤 順久
（理事長）

愛知県 200
特定非営利活動法人 イカオ・アコ
「SDGsを導入した環境保全型プロジェクト実施のための
 組織基盤強化と中期計画の立案」

○
鈴木 俊介
（理事長）

岡山県 200
認定特定非営利活動法人 AMDA社会開発機構
「支援者拡大に向けたWebサイトとブランディングの再構築」

特定非営利活動法人 国際難民支援団体RIJ
「避難民支援の啓発促進および支援者積極的拡大を見据えた
 組織基盤強化のための方向性見直しおよび係る体制確立のための組織診断」

グレシャム・マーク
・フレドリック

（代表理事）

海外助成 2018年募集事業　助成件数：7件　助成総額：1,000万円

日本国内の貧困の解消、または貧困と関連のある問題の解消に向けて取り組むNPOの組織基盤強化
を応援する「国内助成」では、新規助成への応募件数26件の中から8件、助成総額995万円が助成対象
事業として選ばれました。

＜新規助成＞
組織
診断

基盤
強化

「組織基盤強化事業名」団体名
代表者
（役職）

所在地
助成額
（万円）

○

○

○ 坂下 美渉
（理事長）

秋田県 100
特定非営利活動法人 あきた結いネット
「2023年に生活困窮者の就労支援事業を立ち上げたい！
 ～最強NPO法人を目指して～」

埼玉県 100

小山 英之
（代表理事）

東京都 100
特定非営利活動法人 なんみんフォーラム
「難民が日常を取り戻し、安心して暮らせる社会へ：市民社会の底上げに
 向けた難民支援全国ネットワークの組織診断および組織基盤強化」

○
小川 真知子
（理事長）

大阪府 100
特定非営利活動法人 シーン
「誰も取り残さない社会を実現するための拠点施設を活用した
 新規事業立案・財源多様化のための組織診断」

○
正井 禮子

（代表理事）
兵庫県 100

認定特定非営利活動法人 女性と子ども支援センター ウィメンズネット・こうべ
「“若い人材が安心して働けるNPO”をめざし、
 組織診断を踏まえた組織基盤強化計画の立案」

○
大谷 順子
（理事長）

福岡県 100
特定非営利活動法人 子どもNPOセンター福岡
「貧困を背景とする子どもたちのニーズに応える組織の
 基盤強化事業」

○
川口 加奈
（理事長）

大阪府 199
認定特定非営利活動法人 Homedoor
「事業評価指標の作成と実践、広報力強化による
 『アンドセンター』運営費獲得のためのファンドレイジング」

○
原田 昌樹
（理事長）

福岡県 196
特定非営利活動法人 フードバンク北九州ライフアゲイン
「子どもの貧困の連鎖を断ち切る北九州モデル構築のための、
 持続可能な組織基盤強靭化事業」

特定非営利活動法人 さいたまユースサポートネット
「地域の子ども・若者に寄り添うセーフティネットとしての
 事業づくりを目指すための組織基盤強化事業」

青砥 恭
（代表理事）

国内助成 2018年募集事業　助成件数：8件　助成総額：995万円

Panasonic NPO/NGOサポートファンド for SDGs
 国内助成  2018年募集事業 助成先団体一覧
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新興国・途上国内で貧困の解消、または貧困と関連のある問題の解消に向けて取り組むNGOの組織基盤

強化を応援する「海外助成」では、新規助成への応募件数12件の中から7件、助成総額1,000万円が助成対象

事業として選ばれました。

＜助成の対象となる団体＞

新興国・途上国社会の貧困の解消を目指し、同国・地域の人びとがその生活の中で直面する様々な

権利※へのアクセスの不均衡の是正や貧困層や脆弱な状況にある人びとのレジリエンスの向上に

資する活動を他のステークホルダーと協働しつつ、その実現に向けた自己変革に挑戦するNGOで、

以下の要件を満たすものとします。

※世界人権宣言で保障された権利、各国・地域の社会保障制度、経済活動等

１．民間の非営利組織であること（法人格の有無や種類は問わない）

２．新興国・途上国・地域で貧困の解消に向けて取り組んでいること。調査提言・キャンペーン

活動をしている場合やネットワーク型団体は日本国内での取組みのみでも対象とする

３．日本国内に主たる事務所があること

４．団体の設立から3年以上を経過していること

５．有給常勤スタッフが1名以上であること

６．政治、宗教活動を目的とせず、また、反社会的な勢力とは一切関わりがないこと

※財政規模 1,000万円以上の団体を想定していますが、必ずしも要件ではありません。

＜助成の対象となる事業と区分＞

貧困の解消に向け、他のステークホルダーと協働する意欲がある団体で、自らの組織基盤強化のために、

第三者からの多様で客観的な視点を取り入れた組織診断や組織基盤強化を行う団体を応援します。

＜応募状況＞　応募総数：12件
○応募団体の県別分布

 都道府県 件数 割合
近畿 滋賀  

 京都 

 大阪  

 兵庫 

 奈良 

 和歌山 

中国 鳥取 

 島根 

 岡山 1 1 8.3％

 広島 

 山口 

四国 香川 

 徳島  

 愛媛 

 高知 

九州 福岡 2

 佐賀 

 長崎 

 熊本  2 16.7％

 大分 

 宮崎 

 鹿児島 

沖縄 沖縄   

　　　全国 12 12 100％

＜応募傾向＞

今年度からスタートした海外助成の2018年募集事業には、12団体よりご応募をいただきました。

応募団体の地域分布は、関東6団体、東海3団体、中国1団体、九州2団体と全国に渡り、法人種別は、

特定非営利活動法人が最も多く5団体（41.8%）、次いで認定特定非営利活動法人が4団体（33.3%）、

任意団体からも1団体（8.3%）にご応募いただきました。

設立後の年数については、10年未満が3団体、設立後20年以上が6団体となり、活動年数の長短ではなく

組織として常に内外の環境変化に応じた時々の組織基盤強化の必要性を認識していることが伺わ

れます。財政規模は、1,000万円未満から1億円以上まで、常勤有給スタッフ数も8団体（66.7％）は

国内常勤有給スタッフが3名以下であり、6団体（50%）は現地事務所の常勤有給スタッフがいないなど、

様々でした。

申請コースの傾向としては、新設された「組織診断からはじめるコース」へ4団体（33%）、「組織基盤強

化コース」へ8団体（67%）ご応募がありました。また、応募団体の活動地域については、アジアやアフ

リカが多くなりましたが、中南米地域で活動する団体からの応募もありました。

 都道府県 件数 割合
北海道 北海道   

東北 青森 

 岩手 

 宮城  
 

 秋田 

 山形 

 福島 

関東 茨城 

 栃木 

 群馬 

 埼玉  6 50.0％

 千葉 1

 東京 5

 神奈川 

甲信越 山梨 

 新潟   

 長野 

北陸 富山 

 石川 

 福井 

東海 静岡 

 愛知 2 
3 25.0％

 岐阜 

 三重 1

助成種別 助成の対象となる事業

【1】組織診断から

　 はじめるコース

【2】組織基盤強化

　 コース

１．第三者による組織診断を行い、組織全体を分析し組織の優先課題と

その背景や原因を明らかにする。

２．組織診断の結果を踏まえ、第三者の助言または指導を受けて、組織

課題の解決の方向性を検討、計画を立案する。

組織基盤強化に関する中長期計画に基づく具体的な組織運営上の課題

解決に向けて、第三者の協力を得ながら具体的な取り組みを行う。

※海外の事業地のカウンターパートと一緒に取り組むものも対象とします。
但し、本助成事業の実施や費用の執行管理の責任は応募団体が担います。

※第三者とは、応募団体が選定するNPO/NGO支援機関やNPO/NGOの組織経営の実践者、またはNPO/NGO経営支援の専門家等を
指します。

海外助成　2018年募集事業

海外助成 選考結果・応募状況
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海外助成 選考委員長

中山 雅之

創業100周年の記念すべき年に、ここに総評をさせていただくことを光栄

に思い、謹んで申し述べます。

 助成
2001年に子ども分野から始まったサポートファンドは2002年に環境分野

が、2010年にアフリカ分野が新たに加わり、2018年に助成テーマが「貧困

の解消」に改定されました。組織と同様に助成プログラムも環境に対応し

変化することで有意味性を増します。海外分野での大きな外部環境とし

ては、国連で2000年に策定されたMDGsを引継ぐ形で2015年に、2030年までの国際目標・SDGsが設定されま

した。この実現を担う機関は政府・企業をはじめとする民間セクター・市民社会が挙げられます。このアクター

の一つとしてNGOがあり、今回の海外助成は主にこの国際協力を行う組織を対象にしています。

助成対象の組織基盤とは何なのか。例えば中長期間において継続・安定した活動を実施する為に必要な

ことなどと定義できるかもしれません。その為には活動する人・給与支払を含む活動資金・これを得る為の

プロダクトが必要です。継続して良質な活動を行う上でこの組織基盤は必要ですが、これを強化するための

資金は現地での活動資金を得るより困難なものです。組織の支援者は自ら提供したものや社会から集めた

資金を組織の人件費にではなく事業費に投資することを望むという調査研究報告もあります。この状況で、

本助成金が人件費にも充当できることは特徴です。国の助成金は人件費を含む管理費をできるだけ低減

することが望ましいとの話があるなか、助成を受ける組織にとっては有難い存在です。また単年度ではなく

伴走者と最長2年8ヶ月間、課題に取り組めることは、簡単には成し遂げられない組織基盤を強化するという

目的にも適っています。

 選考
プログラム改定に伴い、申請書も従来の利点を活かしつつ改築されました。助成金申請の書類を作成するこ

とは多くの組織で、“面倒”な仕事のひとつです。今年度からのユニークな点は、記入を進めること自体で簡

易な組織診断を行える様に設問が構成されていることです。組織のミッションから始まり、環境分析・将来

展望・課題・その解決手段と、組織内外の情報を順次掘り出してゆくなかで、一つの筋道が見えてきます。

手間を掛けていただくからには、それ自体からも何かを得ていただくという心からでしょう。論理的に構成

されているため審査をする側も読みやすいものとなっています。また応募に際し助成内容の説明会を兼ねた

組織基盤強化ワークショップも全国７ヶ所で開催されました。これも説明のみではなく参加いただくことで

組織基盤強化を考えていただけるもので、プログラム全体が有機的な結びつきがあるものでした。

応募基準を満たした団体の申請内容を、選考委員会にて募集要項の選考基準（目的・時期・方法・体制と

予算・変革性・他組織への波及効果）にどれほど沿っているかを確認しました。選考体制は、アフリカ分野

ご専門の市民ネットワーク for TICAD世話人・米良氏、本ファンドからもこれまでに支援を受けた経験を持ち

大いに組織を成長させたICAN・井川事務局長、NGOの連携を行い多くの非営利組織をご存知の横浜NGO

ネットワーク・小俣エグゼクティブ・プロデューサー、そして助成審査に永年たずさわり助成支援についての

知見の深いパナソニック・福田部長と、強力な体制で書類審査を行いました。

複数の視点から議論がなされ、多くのコメントが出され、結果として9団体を候補とし、宵やみの前に選考委

員会を閉じました。その後、事務局の担当者が、推挙されたすべての団体を訪問し、選考委員会で出された

疑問点・改善点の確認がなされました。その後ヒアリングで得られた内容を事務局と選考委員長とで共有

し、最終的な支援先が7団体に確定しました。中には内容の改善を求めるものもあり、当該団体の方は更に

仕事がありましたが、組織基盤強化により資する計画に修正されました。見ようによっては、面倒だと思われ

るかもしれませんが、資金を提供するのみではなく、伴走して細部まで詰めるところに、共に事を成す助成

の意味を見出します。

 結果
助成先に決定した団体の主な所在地は、東京・三重・福岡・岡山・名古屋と比較的広い地域になりました。

またこれまでのアフリカ分野の目的も継承することから、同地域で活動をしている組織を2団体以上採択す

る約束もしていましたが4団体が該当しました。そして組織診断から始める団体は4件、組織基盤強化からは

3団体でした。組織基盤強化の内訳は、収入拡充のためのwebサイトの充実1件、組織成員のマネジメント

意識の醸成等能力開発と組織変革が2件でした。助成先に選定されなかったものも含めwebサイトの改築は

数件の申請がありました。webで活動を宣伝しそこでの寄付や会費を収集し収入向上を目論むもというのが

大方の筋道でした。しかしながら組織基盤の強化に資するプロダクトがしっかりしていないと、宣伝効果は

発揮されません。併せて助成を受けたのちの継続性も重要で、この辺りは選考委員会としてもコメントを

させていただきました。

今回の助成先には以前に支援を受けた団体もありました。一度助成を受けたため不要ではないか、もしくは

当時の助成は功を奏さなかったと考えることもできますが、再度助成を受けることは必ずしも不適切なこと

ではありません。経営学には組織進化論という考え方があります。組織は、変化を要したり変化している

状況から、環境に対応するために必要なものを選択し、その状況を維持します。そして維持したものをまた

変化させる必要性もでてきます。組織診断は組織が今どの状態にあるのか、変化か・選択か・維持か、それ

を見極める為にあります。

組織診断で採用された4つの団体は、大きな本部を有するが日本で成長に腐心している、創業者からの世代

交代の必要性が顕在化している、収入拡充のための選択肢を決め兼ねている、現在の支援者からの資金流

入が減りそうな未来が見えていて変化をしなければいけない、といった課題をお持ちでした。そしていずれ

も今回の組織診断を経て、その後の組織基盤強化につながると推測できる内容でした。外部の伴走者の

客観的な視点も入れて進む方向と解決策を明確にすることで、次の組織基盤強化がより効果を発揮します。

組織は何でも変えれば、また何でも守り続ければ良いというものでもなく、変化する環境下で活動するため

に必要な選択は何かを見極め、対策を実施することにより組織の基盤は強化されるのです。

さて、この組織基盤強化は営利・非営利にかかわらず、組織が必要とすることです。そして経営の神様が

支援する組織基盤強化への助成は、まさに勝地であるといえます。助成を受ける団体はこの100年継続した

組織の力を借り、今回の助成をテコの支点として大いに活用し、世界にある社会課題を解決していただく

ことを祈念しています。この度のプログラム改定は機に適したものであり、募集・選考も公正な手続きにより

行われ、事務局の適切かつ丁寧な支援もあり、結果、助成目的に合致し効果的成果が見込まれる助成先が

選定されたことを改めて申し上げます。

【海外助成】選考委員長総評○応募団体概要

 件数 割合

法人種別

　認定特定非営利活動法人 4 33.3%

　特定非営利活動法人 5 41.8%

　公益財団法人 1 8.3%

　一般財団法人 1 8.3%

　任意団体 1 8.3%

　合　計 12 100%

国内常勤有給スタッフ数

　0名 1 8.3%

　1名 5 41.7%

　2名 2 16.7%

　5名 1 8.3%

　6名 1 8.3%

　7名 1 8.3%

　8名 1 8.3%

　合　計 12 100%

現地事務所常勤有給スタッフ数

　0名 6 50.0%

　2名 4 33.3%

　10名以上 2 16.7%

　合　計 12 100%

設立後年数

　3年～4年 1 8.3%

　5年～6年 1 8.3%

　7年～9年 1 8.3%

　10年～14年 1 8.3%

　15年～19年 2 16.7%

　20年～29年 4 33.3%

　30年以上 2 16.7%

　合　計 12 100%

財政規模

　500万円以上1,000万円未満 2 16.7%

　1,000万円以上2,000万円未満 3 25.0%

　2,000万円以上3,000万円未満 1 8.3%

　3,000万円以上5,000万円未満 2 16.7%

　5,000万円以上1億円未満 2 16.7%

　1億円以上 2 16.7%

　合　計 12 100%

活動地域　※重複あり  

　アジア 8 44%

　中南米 2 11%

　中東 1 6%

　アフリカ 7 39%

　合　計 18 100%

○応募種別

 件数 割合

組織診断からはじめるコース 4 33%

組織基盤強化コース 8 67%

合　計 12 100%

○応募額

 件数 割合

100万円 4 33.3%

101万円～150万円 1 8.3%

200万円 7 58.3%

合計 12 100%
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海外助成 選考委員長

中山 雅之

創業100周年の記念すべき年に、ここに総評をさせていただくことを光栄

に思い、謹んで申し述べます。

 助成
2001年に子ども分野から始まったサポートファンドは2002年に環境分野

が、2010年にアフリカ分野が新たに加わり、2018年に助成テーマが「貧困

の解消」に改定されました。組織と同様に助成プログラムも環境に対応し

変化することで有意味性を増します。海外分野での大きな外部環境とし

ては、国連で2000年に策定されたMDGsを引継ぐ形で2015年に、2030年までの国際目標・SDGsが設定されま

した。この実現を担う機関は政府・企業をはじめとする民間セクター・市民社会が挙げられます。このアクター

の一つとしてNGOがあり、今回の海外助成は主にこの国際協力を行う組織を対象にしています。

助成対象の組織基盤とは何なのか。例えば中長期間において継続・安定した活動を実施する為に必要な

ことなどと定義できるかもしれません。その為には活動する人・給与支払を含む活動資金・これを得る為の

プロダクトが必要です。継続して良質な活動を行う上でこの組織基盤は必要ですが、これを強化するための

資金は現地での活動資金を得るより困難なものです。組織の支援者は自ら提供したものや社会から集めた

資金を組織の人件費にではなく事業費に投資することを望むという調査研究報告もあります。この状況で、

本助成金が人件費にも充当できることは特徴です。国の助成金は人件費を含む管理費をできるだけ低減

することが望ましいとの話があるなか、助成を受ける組織にとっては有難い存在です。また単年度ではなく

伴走者と最長2年8ヶ月間、課題に取り組めることは、簡単には成し遂げられない組織基盤を強化するという

目的にも適っています。

 選考
プログラム改定に伴い、申請書も従来の利点を活かしつつ改築されました。助成金申請の書類を作成するこ

とは多くの組織で、“面倒”な仕事のひとつです。今年度からのユニークな点は、記入を進めること自体で簡

易な組織診断を行える様に設問が構成されていることです。組織のミッションから始まり、環境分析・将来

展望・課題・その解決手段と、組織内外の情報を順次掘り出してゆくなかで、一つの筋道が見えてきます。

手間を掛けていただくからには、それ自体からも何かを得ていただくという心からでしょう。論理的に構成

されているため審査をする側も読みやすいものとなっています。また応募に際し助成内容の説明会を兼ねた

組織基盤強化ワークショップも全国７ヶ所で開催されました。これも説明のみではなく参加いただくことで

組織基盤強化を考えていただけるもので、プログラム全体が有機的な結びつきがあるものでした。

応募基準を満たした団体の申請内容を、選考委員会にて募集要項の選考基準（目的・時期・方法・体制と

予算・変革性・他組織への波及効果）にどれほど沿っているかを確認しました。選考体制は、アフリカ分野

ご専門の市民ネットワーク for TICAD世話人・米良氏、本ファンドからもこれまでに支援を受けた経験を持ち

大いに組織を成長させたICAN・井川事務局長、NGOの連携を行い多くの非営利組織をご存知の横浜NGO

ネットワーク・小俣エグゼクティブ・プロデューサー、そして助成審査に永年たずさわり助成支援についての

知見の深いパナソニック・福田部長と、強力な体制で書類審査を行いました。

複数の視点から議論がなされ、多くのコメントが出され、結果として9団体を候補とし、宵やみの前に選考委

員会を閉じました。その後、事務局の担当者が、推挙されたすべての団体を訪問し、選考委員会で出された

疑問点・改善点の確認がなされました。その後ヒアリングで得られた内容を事務局と選考委員長とで共有

し、最終的な支援先が7団体に確定しました。中には内容の改善を求めるものもあり、当該団体の方は更に

仕事がありましたが、組織基盤強化により資する計画に修正されました。見ようによっては、面倒だと思われ

るかもしれませんが、資金を提供するのみではなく、伴走して細部まで詰めるところに、共に事を成す助成

の意味を見出します。

 結果
助成先に決定した団体の主な所在地は、東京・三重・福岡・岡山・名古屋と比較的広い地域になりました。

またこれまでのアフリカ分野の目的も継承することから、同地域で活動をしている組織を2団体以上採択す

る約束もしていましたが4団体が該当しました。そして組織診断から始める団体は4件、組織基盤強化からは

3団体でした。組織基盤強化の内訳は、収入拡充のためのwebサイトの充実1件、組織成員のマネジメント

意識の醸成等能力開発と組織変革が2件でした。助成先に選定されなかったものも含めwebサイトの改築は

数件の申請がありました。webで活動を宣伝しそこでの寄付や会費を収集し収入向上を目論むもというのが

大方の筋道でした。しかしながら組織基盤の強化に資するプロダクトがしっかりしていないと、宣伝効果は

発揮されません。併せて助成を受けたのちの継続性も重要で、この辺りは選考委員会としてもコメントを

させていただきました。

今回の助成先には以前に支援を受けた団体もありました。一度助成を受けたため不要ではないか、もしくは

当時の助成は功を奏さなかったと考えることもできますが、再度助成を受けることは必ずしも不適切なこと

ではありません。経営学には組織進化論という考え方があります。組織は、変化を要したり変化している

状況から、環境に対応するために必要なものを選択し、その状況を維持します。そして維持したものをまた

変化させる必要性もでてきます。組織診断は組織が今どの状態にあるのか、変化か・選択か・維持か、それ

を見極める為にあります。

組織診断で採用された4つの団体は、大きな本部を有するが日本で成長に腐心している、創業者からの世代

交代の必要性が顕在化している、収入拡充のための選択肢を決め兼ねている、現在の支援者からの資金流

入が減りそうな未来が見えていて変化をしなければいけない、といった課題をお持ちでした。そしていずれ

も今回の組織診断を経て、その後の組織基盤強化につながると推測できる内容でした。外部の伴走者の

客観的な視点も入れて進む方向と解決策を明確にすることで、次の組織基盤強化がより効果を発揮します。

組織は何でも変えれば、また何でも守り続ければ良いというものでもなく、変化する環境下で活動するため

に必要な選択は何かを見極め、対策を実施することにより組織の基盤は強化されるのです。

さて、この組織基盤強化は営利・非営利にかかわらず、組織が必要とすることです。そして経営の神様が

支援する組織基盤強化への助成は、まさに勝地であるといえます。助成を受ける団体はこの100年継続した

組織の力を借り、今回の助成をテコの支点として大いに活用し、世界にある社会課題を解決していただく

ことを祈念しています。この度のプログラム改定は機に適したものであり、募集・選考も公正な手続きにより

行われ、事務局の適切かつ丁寧な支援もあり、結果、助成目的に合致し効果的成果が見込まれる助成先が

選定されたことを改めて申し上げます。

＜選考委員＞

中山 雅之 国士舘大学大学院 グローバルアジア研究科　准教授　（★選考委員長）

井川 定一 認定特定非営利活動法人 アイキャン　理事・事務局長

小俣 典之 特定非営利活動法人 横浜NGOネットワーク　エクゼクティブ・プロデューサー

米良 彰子 市民ネットワーク for TICAD (Afri-Can)　世話人

福田 里香 パナソニック株式会社 ブランドコミュニケーション本部
 CSR・社会文化部　部長

【海外助成】2018年募集事業 推薦理由・団体概要

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動　③主な活動地域　④主な受益者・数　⑤国内の事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑥現地職員数（うち、常勤有給数）　⑦会員数　⑧ボランティア数・寄付件数　⑨財政規模　⑩HPアドレス

 ⑪団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　ケア・インターナショナルは、1982年に設立された国際NGOである。メンバー国14か国、事業国はメンバー

国を含めて90か国を越える。日本においては、1987年にケア・インターナショナル ジャパンとして設立

され、現在、アジアとアフリカを中心に海外3か国4事業を行っているが、他のメンバー国と比較して国内に

おいては組織規模が小さい上に、知名度も低く財政基盤が不安定である。東日本大震災、熊本大地震の

際には国内支援事業も実施したが、東日本大震災支援にて大きくなった収支規模の縮小により、赤字体質

から抜け出せずにいた。財政課題の解決のために外部組織のコンサルタントに協力を得た経験もあるが、

組織内部で縦割りにて実施したことや策定目標と実績の乖離なども要因となり改善効果が得られなか

った。

　このように本団体は、国際NGOという看板を持つ一方で、組織の存続をかけて赤字体質からの脱却を目指

さねばならない状況にあることが認められ、組織診断からの助成を必要としている。また、過去の取り組

みへの反省を踏まえ、組織の全員が共通認識を持って改善に取り組みたいという強い意欲を認める。

この機会に体質改善を是非とも実現して欲しい。また、他団体との経験の共有に関しても期待したい。

＜団体概要＞
①　1987年設立（法人格取得：1993年）
②　・ガーナにおけるソーシャルビジネス事業及び乳幼児の

栄養改善事業
　　・東ティモールにおける農民の生活向上支援及び教育

支援事業
　　・タイの中高生を対象とした人材育成事業
　　・国内外における災害発生時の緊急支援事業
③　ガーナ共和国、東ティモール民主共和国、タイ王国
④　ガーナ32,000人、東ティモール81,000世帯、タイ1,200人
⑤　10人（6人）
⑥　2人（2人）
⑦　正会員66人、24団体、その他会員724人、78団体
⑧　ボランティア89人、寄付1,204件
⑨　12,824万円（2018年予算）
　　11,923万円（2017年決算）
　　　9,155万円（2016年決算）
⑩　http://www.careintjp.org/

事業名 貧困のない世界を目指す活動を持続発展させるための組織基盤強化
団体名 公益財団法人 ケア・インターナショナル ジャパン
代 表 者 目賀田 周一郎（理事長）

新規助成

寄付
27.6％

会費
14.7％

その他
2.2％

受託事業
20.0％

助成・
補助金
35.5％

⑪
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＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動　③主な活動地域　④主な受益者・数　⑤国内の事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑥現地職員数（うち、常勤有給数）　⑦会員数　⑧ボランティア数・寄付件数　⑨財政規模　⑩HPアドレス

 ⑪団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　昨今、シリアやミャンマー、コンゴ民主共和国の避難民や国内避難民がさらに増加し、急増する避難民

問題に対して、より多くの対策があらゆるレベルにおいてこれまでになく必要とされており、国際社会の

喫緊の課題となっている。

　本団体は1979年に設立され、SDGsの理念である「誰一人取り残さない」という趣旨に合致する「避難生活

を余儀なくされた避難民や国内避難民に働く機会や自立の機会を提供する」という使命のもと、アフリカ、

中東、アジア等の各地で活動を展開してきた。プロジェクトの実施にあたっては避難民や地域社会がプロ

ジェクトを主導し、支援に依存することなく、コミュニティ内で自給自足できるだけのスキルを身につけ

生活を再構築できるよう、彼らのスキルやリソースを最大限引き出しながら取り組んでいる。

あわせて、日本社会における「難しい人 (々難民)」だというネガティブなイメージを解くための啓発活動に

も注力してきた。

　これまで外資系企業や外国人コミュニティを中心に寄付を募っていたが、日本においてのさらなる寄付の

拡大を目指し、増加傾向にある避難民への理解を通じた日本社会全体からの支援拡大につなげるべく、

まずは組織診断を通じて組織体制の強化に取り組む。

　昨年度から自主的に取り組んでいる日本語での安定的な情報発信に加え、組織診断を通じて団体の

信頼性を高め、より多くの市民から共感を得られるよう取り組んでいただきたい。

＜団体概要＞
①　1979年設立（法人格取得：2012年）
②　・戦争・紛争等で避難を余儀なくされた避難民・国内

避難民への生活再建支援
　　・日本国内における啓発事業
　　・避難民の貧困解消のための教育事業
③　タイ王国・ミャンマー連邦共和国国境地帯、レバノン
共和国、ケニア共和国

④　タイ・ミャンマー国境地帯2,000世帯、レバノン110人、
ケニア60人

⑤　3人（1人）
⑥　0人
⑦　正会員10人、その他会員18人、10団体
⑧　ボランティア30人、寄付10件
⑨　3,000万円（2018年予算）
　　1,511万円（2017年決算）
　　2,466万円（2016年決算）
⑩　https://rij-npo.org/

事業名 避難民支援の啓発促進および支援者積極的拡大を見据えた組織基盤強化の
 ための方向性見直しおよび係る体制確立のための組織診断
団体名 特定非営利活動法人 国際難民支援団体RIJ
代 表 者 グレシャム・マーク・フレドリック（代表理事）

寄付
97.7％

会費
2.3％

⑪

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動　③主な活動地域　④主な受益者・数　⑤国内の事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑥現地職員数（うち、常勤有給数）　⑦会員数　⑧ボランティア数・寄付件数　⑨財政規模　⑩HPアドレス

 ⑪団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　本団体は、ボリビアの農村部で持続可能な生活を目指し、2003年から技術協力を中心に農業技術の改善

による住民の栄養改善、衛生環境の改善のためのエコサントイレ建設事業、エコサンクルプロジェクトを

実施してきた。日本では、国際交流や現地の民芸品などの物品販売を中心に活動を行っている。これら

の活動は特にSDGsゴール1の「貧困をなくす」と11の「住み続けられるまちづくり」の達成に寄与しており、

団体が拠点を置く「三重」「ボリビア」「環境」を切り口に地域に根付いた活動が行われている。

　今後はこの活動に理解と支援を獲得するため、効果的な広報活動を通してより良い発信・コミュニケーシ

ョンを行い、事務局運営の要となる人材育成とともにボリビアでの事業に更なる資金を投入できるような

組織体制にするという、明確な課題解決のイメージを描いている。

　本事業を通して多くのNPO/NGOが抱える組織上の課題：財政基盤を安定させることは、継続的な活動を

するための活動資金の獲得だけでなく、活動のよき理解者を得るためにも、組織診断を通して組織の

課題解決のための手段やツールを見直しながら、現地の人びとが自らの手で持続可能な生活ができる

ような取り組みが運営されることを期待したい。

＜団体概要＞
①　2003年設立（法人格取得：2011年）
②　・ボリビアの貧困地域における家庭菜園・家畜支援の

普及啓発事業
　　・エコサントイレの建設・普及事業
　　・市町村へのごみリサイクルシステム導入支援事業
③　ボリビア多民族国
④　10,000人、2,850世帯
⑤　3人（1人）
⑥　1人（0人）
⑦　正会員45人、その他会員60人
⑧　ボランティア10人、寄付137件
⑨　1,302万円（2018年予算）
　　1,539万円（2017年決算）
　　1,537万円（2016年決算）
⑩　http://difar.jp/

事業名 ボリビアにおけるリサイクル普及活動第2フェーズ実施のための組織診断
団体名 特定非営利活動法人 DIFAR
代 表 者 瀧本 幸弘（理事長）

寄付
1.4％

会費
1.6％

自主事業
3.8％

助成・
補助金
93.3％

⑪
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＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動　③主な活動地域　④主な受益者・数　⑤国内の事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑥現地職員数（うち、常勤有給数）　⑦会員数　⑧ボランティア数・寄付件数　⑨財政規模　⑩HPアドレス

 ⑪団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　本団体は、カンボジアにおける地雷撤去支援・地雷被害者の就業支援・地雷原での教育の充実などに

地道に取り組んできた。今年、創立20周年を迎えたが、人材育成に課題があり、団体設立者である理事長

の交代もできない状況に陥っている。国内では、講演活動に熱心に取り組んできた（2017年度実績

17講演）。しかし、その9割は理事長自身の講演であるなど事業のすべてが理事長に付随する形となって

いる。理事長の健康不安の問題もあり、世代交代の緊急性が高まっている。

　今回、外部協力団体のサポートを受けて本団体にとっては初めての経験となる組織診断を実施しようと

している。組織としての課題を把握し、課題に優先順位をつけて解決に取り組むことで組織基盤の強化

が期待できる。理事長以外の講演者の育成についても重要事項として捉えているようであるが、より広い

視点から組織診断で達成したいゴールや状態を明確にし、ファンドレイジングや財務面の改革などを

行い、持続的な組織経営の実現を目指してもらいたい。

　本団体が抱える世代交代の問題は、団体固有の問題ではなく中小規模のNGOの多くの団体が抱えている

問題であり、本団体の取り組みは、先行事例として他のNGOへの波及効果も期待される。

＜団体概要＞
①　1998年設立（法人格取得：2011年）
②　・地雷撤去団体への支援や地雷原地区における

学校建設
　　・貧困に苦しむ地区での就業支援
　　・日本国内での地球人教育の実施
③　カンボジア王国・日本全国
④　1,988人
⑤　7人（2人）
⑥　2人（2人）
⑦　会員制度なし
⑧　ボランティア5人、寄付177件
⑨　1,800万円（2018年予算）
　　2,265万円（2017年決算）
　　1,931万円（2016年決算）
⑩　http://cmc-net.jp/

事業名 組織診断による課題抽出と次世代育成を軸とした組織基盤強化 ～地雷原の子どもたちの笑顔の為に～
団体名 一般財団法人 カンボジア地雷撤去キャンペーン
代 表 者 大谷 賢二（理事長）

寄付
49.8％

自主事業
45.9％

助成・
補助金
4.2％

⑪

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動　③主な活動地域　④主な受益者・数　⑤国内の事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑥現地職員数（うち、常勤有給数）　⑦会員数　⑧ボランティア数・寄付件数　⑨財政規模　⑩HPアドレス

 ⑪団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　本団体は、1997年より児童労働の解決に向けてインドやガーナでプロジェクトを行いながら、現地政府に

政策レベルの働きかけを行ってきた。一方、日本国内では消費者、企業、政府にアプローチし、児童労働

問題の解決に向けた参加しやすい行動をとった人は累計で214万人以上になる。2015年に策定された

SDGsの目標8、ターゲット７でも「2025年までに世界中のあらゆる児童労働を終わらせる」ことが掲げられ

ており、これを軸に2022年までの団体の中期計画においても数値目標をたてて取り組んでいる。

　今後も多様なステークホルダーへの多岐にわたる働きかけが予定されている。現地の政府や自治体に

働きかけて「児童労働のない地域」を増やし、企業の経営層への働きかけによりサプライチェーンを含む

行動変容を促す、などである。また、グローバルレベルの議論に参加して団体の経験を共有し、提言活動

につなげるなど、より大きなインパクトを与えることを目指している。これらの目標を達成する上で欠かせ

ないのが事業の軸を固めること、そしてそれに向けた具体的な行動計画である。

　本助成事業を通して目標に向けての具体的な行動プランを確立し、次世代リーダーとなる人材育成に

取り組み、新しく定義された団体のパーパス、フィロソフィー、ウエイを体現するための組織基盤強化に

つながることを期待したい。これらは多くの組織が抱える課題だが、積極的に新しい手法を取り入れ、

多くの人と連携し続けることで更に組織としての基盤が強化されることが期待される。

＜団体概要＞
①　1997年設立（法人格取得：2005年 認定取得：2015年）
②　・児童労働の問題解決に向けたインドやガーナでの

子ども支援事業
　　・消費者、企業、政府へ情報発信及び提言事業
　　・日本国内での啓発・市民参加事業
③　ガーナ共和国、インド
④　ガーナ共和国の就学年齢の子どもと地域住民
　　インドの就学年齢の子どもと地域住民
⑤　18人（8人）
⑥　0人
⑦　正会員118人、その他会員68人、38団体
⑧　ボランティア863人、寄付1,245件
⑨　11,861万円（2018年予算）
　　　9,474万円（2017年決算）
　　　9,633万円（2016年決算）
⑩　http://acejapan.org/

事業名 SDGs8.7「2025年までに児童労働ゼロ」達成に向けたシナリオ策定・チームビルディング事業
団体名 認定特定非営利活動法人 ACE
代 表 者 岩附 由香（代表）

寄付
65.8％

会費
3.5％

その他
0.3％

自主事業
21.2％

助成・
補助金
9.3％

⑪
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＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動　③主な活動地域　④主な受益者・数　⑤国内の事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑥現地職員数（うち、常勤有給数）　⑦会員数　⑧ボランティア数・寄付件数　⑨財政規模　⑩HPアドレス

 ⑪団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　イカオ・アコは、日本人とフィリピン人が国境を越えて協働し、環境保全活動を通して友情を育てていくこ

とを目的に、1997年に愛知県で設立されたNGOである。主にフィリピン・ネグロス島での植林ツアーや地域

開発、エコツーリズム等を行い、年間100名ほどの日本人ボランティアが、イカオ・アコを通じてフィリピン

で活動を行う等、大きな実績を上げてきた。

　以前は、寄付金や自主事業からの収入が全体の40％ほどあったものの、現在は25%に留まり、団体理事会

は、ガバナンスの強化や安定自主財源を得る必要性を感じている。本助成事業で、会員管理や広報担当

者を雇用し、外部協力団体とともに、中期計画・ビジョンの策定、新会員制度の構築、フィリピン事務所の

基盤強化等に取り組むことで、積極的にSDGsの達成に貢献できる組織を目指す。

　フィリピンは、経済成長率が年6%を超え、大きく社会状況が変化しており、またイカオ・アコ自身の運営体

制も大きく変わろうとしている。この過渡期に本助成を行い、イカオ・アコが日本とフィリピンにおいて、

新たな経営モデルを創出することで、フィリピンで活動する他の日本のNGOに大きな刺激を与えていただ

くことを期待している。

＜団体概要＞
①　1997年設立（法人格取得：2009年）
②　・植林活動や環境教育事業
　　・オーガニックカフェMIDORI運営事業
　　・スタディーツアー受け入れ事業
③　フィリピン共和国
④　ネグロス島約20,000人、ボホール島約8,000人
⑤　2人（1人）
⑥　14人（14人）
⑦　正会員375人、その他会員2団体
⑧　ボランティア100人/年、寄付10件
⑨　2,635万円（2018年予算）
　　3,083万円（2017年決算）
　　2,330万円（2016年決算）
⑩　http://ikawako.com/

事業名 SDGsを導入した環境保全型プロジェクト実施のための組織基盤強化と中期計画の立案
団体名 特定非営利活動法人 イカオ・アコ
代 表 者 後藤 順久（理事長）

寄付
11.6％

会費
0.3％

その他
0.1％

自主事業
13.6％

受託事業
30.8％

助成・
補助金
43.7％

⑪

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動　③主な活動地域　④主な受益者・数　⑤国内の事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑥現地職員数（うち、常勤有給数）　⑦会員数　⑧ボランティア数・寄付件数　⑨財政規模　⑩HPアドレス

 ⑪団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　AMDA社会開発機構は、アムダの海外事業本部を別法人化する形で2007年に設立された。岡山県に本部を

置き、アジア、アフリカ、中南米の7ヵ国で生計、健康、生活環境の向上等の中長期にわたる社会開発

事業、そして、日本国内で社会教育の推進の活動を行ってきた。

　年間予算が4億円を超え、日本有数の開発事業の実施能力を有するNGOである一方、多くの収入をODA

資金に依存しており、寄付や会費等の自己資金財源の開拓が急務となっている。また自由度の高い資金が

限られるため、広報やファンドレイジングの担当者の雇用やWEBを通じた強化を進められない状況にある。

　本助成金を通じて、WEBサイトを活用した寄付金獲得キャンペーンを行い、自由度の高い自己資金を確保

することで、より事業の柔軟性を生み出すとともに、さらなる資金調達への投資資金を確保していくこと

が期待される。

　日本では、NGOを運営するための資金、人材、情報の多くが首都圏に集まる中、地方でNGOを経営すること

には多くの困難が伴う。そのような中、本助成事業によりAMDA社会開発機構の経営基盤が強化され、

より岡山の地域に根ざし、岡山の人々に支えられる活動が展開されることで、多くのNGOが首都圏に集中

している日本のNGOセクターのあり方に一石を投じていただきたい。

＜団体概要＞
①　2006年設立（法人格取得：2007年 認定取得：2013年）
②　アジア、アフリカ、中南米の7ヵ国での中長期にわたる
社会開発事業を専門分野とした生活改善事業、栄養
改善のための家庭菜園普及事業、母子保健改善事業

③　ミャンマー連邦共和国、ネパール連邦民主共和国、
ホンジュラス共和国

④ 　 ミ ャ ン マ ー 連 邦 共 和 国 4 1 , 0 0 0 人 、
ネ パ ー ル 連 邦 民 主 共 和 国 9 8 , 0 0 0 人 、
ホンジュラス共和国258,000人

⑤　8人（7人）
⑥　13人（13人）
⑦　正会員13人、1団体、その他会員162人、13団体
⑧　ボランティア120人、寄付478件
⑨　45,133万円（2018年予算）
　　47,959万円（2017年決算）
　　44,896万円（2016年決算）
⑩　https://www.amda-minds.org/

事業名 支援者拡大に向けたWebサイトとブランディングの再構築
団体名 認定特定非営利活動法人 AMDA社会開発機構
代 表 者 鈴木 俊介（理事長）

寄付
3.0％

会費
0.5％

その他
0.1％

自主事業
23.4％

受託事業
29.6％

助成・
補助金
43.3％

⑪
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日本国内の貧困の解消、または貧困と関連のある問題の解消に向けて取り組むNPOの組織基盤強化を応援

する「国内助成」では、新規助成への応募件数26件の中から8件、助成総額995万円が助成対象事業として

選ばれました。

＜助成の対象となる団体＞

国内の貧困の解消、または、貧困と関連のある問題の解消に向けて、持続的・発展的に社会の変革に

取り組むNPOで、以下の要件を満たす団体を対象とします。

１．国内の貧困の解消または貧困と関連のある問題の解消に向けて取り組んでいること

２．民間の非営利組織であること（法人格の有無や種類は問わない）

３．主たる活動と事務所が日本国内であること

４．活動年数が3年以上であること

５．有給常勤職員が1名以上であること

６．政治・宗教活動を目的とせず反社会的な勢力とは一切関わりがないこと

※財政規模1,000万円以上、自主事業率20％以上の団体を想定しますが要件ではありません。

＜助成の対象となる事業と区分＞

第三者の多様で客観的な視点を取り入れた組織診断または組織基盤強化を応援します。

組織課題を明らかにした上で組織基盤強化に取り組むための［組織診断からはじめるAコース］と、

組織課題の解決や組織運営を改善するための［組織基盤強化からはじめるBコース］の2種類があります。

＜応募状況＞　応募総数：26件
○応募団体の県別分布

 都道府県 件数 割合
近畿 滋賀  

 京都 

 大阪 4 
7 26.9％

 兵庫 3

 奈良 

 和歌山 

中国 鳥取 

 島根 

 岡山  1 3.8％

 広島 

 山口 1

四国 香川 

 徳島  

 愛媛 

 高知 

九州 福岡 2

 佐賀 

 長崎 

 熊本  2 7.7％

 大分 

 宮崎 

 鹿児島 

沖縄 沖縄   

　　　全国 26 26 100％

＜応募傾向＞

本プログラムを開始した初年度にあたり、新規助成のみ募集を行った結果、12都道府県より26件の

応募がありました。都道府県別では東京の8件が最も多く、大阪（4件）、兵庫（3件）が続きました。

応募種別では、「組織診断からはじめるコース」が53.8％、「組織基盤強化からはじめるコース」が

4 6 . 2 ％ と 、組 織 診 断 か ら 希 望 す る 団 体 が 多 い 傾 向 が 見 ら れ ま す 。

応募団体の法人種別は、全て「特定非営利活動法人」でその内、「認定特定非営利活動法人」が30.8％

を占めました。「認定特定非営利活動法人」の割合30.8％は、全国の「特定非営利活動法人」（51,697件）に

占める「認定特定非営利活動法人」（1,041件）の割合2％と比較すると、15倍も高くなっています。

応募団体の設立後年数は、「20年以上」が30.8％と最も多く、「15年以上20年未満」（26.9％）、「5年以上

10年未満」（26.9％）と続き、リーマン・ショックが発生した2008年を境にすると、2008年より前に

設立された団体は65.3％、2008年より後に設立された団体は34.6％で、その比率は2：1となりました。

応募団体の有給常勤職員数は「1名」（26.9％）が最も多く、「2名」（15.4％）、「10名以上」（15.4％）と続

き、財政規模は「1,000万円以上2,000万円未満」（34.6％）が最も多く、「500万円以上1,000万円未満」

（19.2％）、「3,000万円以上5,000万円未満」（15.4％）と続きました。

応募団体の設立後年数、有給常勤職員数、財政規模の中央値は「15年」「2名」「1,733万円」となり、昨年

の「子ども分野」の中央値「7.5年」「2名」「1,517万円」と比較すると、設立後年数は2倍の長さに、有給

常勤職員数は同数、財政規模はやや大きい結果となりました。応募団体に限られた傾向ですが、活動

年数に比べて組織の拡大速度が緩やかであることが伺えます。

 都道府県 件数 割合
北海道 北海道 1 1 3.8％

東北 青森 

 岩手 

 宮城 1 
2 7.7％

 秋田 1

 山形 

 福島 

関東 茨城 

 栃木 

 群馬 

 埼玉 1 10 38.5％

 千葉 

 東京 8

 神奈川 1

甲信越 山梨 

 新潟  1 3.8％

 長野 1

北陸 富山 

 石川 

 福井 

東海 静岡 

 愛知 2 
2 7.7％

 岐阜 

 三重 

助成種別 助成の対象となる事業

Aコース

Bコース

※第三者とは、NPOの運営支援について経験を有するNPO支援組織やネットワーク組織、NPOの組織運営の専門家や実践者等
のコンサルタントを言い、応募団体が独自に選定します。

組織診断の実施と組織基盤強化計画の立案

組織課題の解決や組織運営を改善するための取り組み

組織課題の解決や組織運営を改善するための取り組み

（1年目）

（2年目・3年目）

（1年目・2年目）

国内助成　2018年募集事業
選考結果・応募状況国内助成
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国内助成 選考委員長

宮本 みち子

 はじめに

2015年に国連で採択された2030年までの持続可能な開発目標である

「Sustainable Development Goals(SDGs)」では、第一の目標に「貧困の

解消」が掲げられており、新興国・途上国における絶対的貧困はもちろん

のこと、先進国でも相対的貧困が広がりつつあるなど、その課題解決に

向けた取り組みが急務となっています。

日本においても2000年代に入り社会的格差の拡大が顕著になりました。2015年に子どもの貧困対策法や

生活困窮者自立支援法が施行されるなど、貧困への取り組みがスタートしたことを受けて、貧困の解消に

向けた民間団体が増加し、全国各地で活発な活動が展開しています。

これらの動向を受けて、今年度のサポートファンドに、「貧困の解消分野」が加わりました。この分野は、

「貧困の解消」に向けて取り組むNPO/NGOが持続発展的に社会変革に取り組めるよう応援するものです。

その内容として、第三者の多様で客観的な視点を取り入れながら組織課題を明らかにするための「組織診断」

や、組織課題の解決や組織運営の改善に向けた「組織基盤強化」の取り組みに対して助成するものです。

 応募状況と選考のプロセス

公募は4月25日に開始し、5月～6月にかけて全国7か所（東京・広島・福岡・宮城・愛知・大阪・埼玉）で組織

基盤強化ワークショップと公募説明会を開催しました。応募を8月3日に締め切り、応募総数は26件（組織

診断からはじめるコース14件、組織基盤強化からはじめるコース12件）でした。

先ず、応募団体と応募内容について事務局が要件チェックを行い、8月23日の予備選考委員会において、

21件が各要件を満たしていると判断されました。次にこれらの応募書類について、選考委員5名が選考基準

に加えてそれぞれの専門性を加味して評価を行い、21件の中から各委員が推薦したいと思う案件を5件選び、

1位から5位までの順位と推薦理由をつけて事務局に提出しました。

10月2日の選考委員会において、選考委員長と選考委員が集まり、推薦がついた案件を1件ずつ審議した

結果、10件（助成候補7件、補欠3件）が選考ヒヤリングの対象となりました。10月12日～11月1日に事務局が

現地で団体にヒヤリングをし、11月9日に委員長はその結果を受けて、助成対象団体8件（組織診断6件、

組織基盤強化2件）、助成総額995万円を決定しました。

組織基盤強化に申請した団体は12件でしたが、実態としては組織診断を踏まえる段階にある団体が多く、

助成が決まったのは2件のみでした。団体の力量を強化するためには第三者の目も入れながら団体の現状を

客観的に把握し、何が課題かをつかむ＜組織診断＞の作業なしには、つぎのステップに歩みだすことは

できません。今後の応募に際しては、団体の現状が組織診断の段階なのか、組織基盤強化の段階なのかを

正しく見極めていただくことが大事だと思います。

 選考結果からわかったこと

選考された団体、惜しくも選考から漏れた団体を合わせて、選考のプロセスのなかで、貧困の解消に向けた

民間団体の活動から見えてきたことを5点にまとめてみました。

１．組織診断によってデータを収集し、組織課題を明確にし、仮説を検証し、強みを把握してこれを活か

す方向性を打ち出そうとしている団体は、持続性がありしかも発展性が見えるものとなっています。

さらに、人的基盤や財政基盤について中長期的な計画を立てようと意識することによって団体は強化

されています。

２．活動の成果を測る指標と評価の仕組みをもち、活動の見える化を図ることが組織の強化をもたらし、

かつ事業の発展につながります。

３．団体の運営上、常に中長期的な見通しをもつことが重要ですが、その際、世代交代を念頭に置くこと

が必要です。創始者の力が強い団体ほど後継者を養成することがおざなりになる傾向があります。

経営者は常に後継者養成を念頭に置き、計画的に研修等を行い、適切なタイミングで若い世代に

バトンタッチしていく必要があります。

４．団体が成長していくにしたがい複数の事業を手がけるようになります。その際大事なことは、事業間

の連携をしっかりとつけることです。また事業間連携による相乗効果が見えることが団体の成長発展

を示していると思われます。

５．団体が急成長する時期には、日々の事業をこなすことに精一杯になって法人がめざしているものや

価値の共有が難しくなる傾向があります。そのような時期に意識すべきことは、団体トップと現場職員

の意思疎通を意識的に図ることや、運営管理業務と現場との適切な役割分担などを図ることです。

選考された団体は、DV支援、子ども・若者支援、里親支援、触法障がい者支援、ホームレス支援、生活困窮者

支援、難民支援など多岐に亘り、各分野、各地域で期待される団体であることから、組織基盤強化による

波及効果は大きいと感じます。全国を見渡しますとこの10年間で貧困の解消に取り組む活動が大きく広がっ

ています。これらの団体の力量が高まっていくことが、貧困を解消するだけでなく社会を変革する大きな

力になることを感じました。本助成事業が一助となることを願っています。

【国内助成】選考委員長総評○応募団体概要

 件数 割合

法人種別

　特定非営利活動法人 18 69.2%

　認定特定非営利活動法人 8 30.8%

　合　計 26 100%

有給常勤職員

　0名 3 11.5%

　1名 7 26.9%

　2名 4 15.4%

　3名 3 11.5%

　4名 3 11.5%

　5名以上10名未満 2 7.7%

　10名以上 4 15.4%

　合　計 26 100%

設立後年数

　3年以上5年未満 2 7.7%

　5年以上10年未満 7 26.9%

　10年以上15年未満 2 7.7%

　15年以上20年未満 7 26.9%

　20年以上 8 30.8%

　合　計 26 100%

財政規模

　500万円以上1,000万円未満 5 19.2%

　1,000万円以上2,000万円未満 9 34.6%

　2,000万円以上3,000万円未満 3 11.5%

　3,000万円以上5,000万円未満 4 15.4%

　5,000万円以上1億円未満 2 7.7%

　1億円以上 3 11.5%

　合　計 26 100%

○応募種別

 件数 割合

組織診断からはじめるコース 14 53.8%

組織基盤強化コース 12 46.2%

合　計 26 100%
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国内助成 選考委員長

宮本 みち子

 はじめに

2015年に国連で採択された2030年までの持続可能な開発目標である

「Sustainable Development Goals(SDGs)」では、第一の目標に「貧困の

解消」が掲げられており、新興国・途上国における絶対的貧困はもちろん

のこと、先進国でも相対的貧困が広がりつつあるなど、その課題解決に

向けた取り組みが急務となっています。

日本においても2000年代に入り社会的格差の拡大が顕著になりました。2015年に子どもの貧困対策法や

生活困窮者自立支援法が施行されるなど、貧困への取り組みがスタートしたことを受けて、貧困の解消に

向けた民間団体が増加し、全国各地で活発な活動が展開しています。

これらの動向を受けて、今年度のサポートファンドに、「貧困の解消分野」が加わりました。この分野は、

「貧困の解消」に向けて取り組むNPO/NGOが持続発展的に社会変革に取り組めるよう応援するものです。

その内容として、第三者の多様で客観的な視点を取り入れながら組織課題を明らかにするための「組織診断」

や、組織課題の解決や組織運営の改善に向けた「組織基盤強化」の取り組みに対して助成するものです。

 応募状況と選考のプロセス

公募は4月25日に開始し、5月～6月にかけて全国7か所（東京・広島・福岡・宮城・愛知・大阪・埼玉）で組織

基盤強化ワークショップと公募説明会を開催しました。応募を8月3日に締め切り、応募総数は26件（組織

診断からはじめるコース14件、組織基盤強化からはじめるコース12件）でした。

先ず、応募団体と応募内容について事務局が要件チェックを行い、8月23日の予備選考委員会において、

21件が各要件を満たしていると判断されました。次にこれらの応募書類について、選考委員5名が選考基準

に加えてそれぞれの専門性を加味して評価を行い、21件の中から各委員が推薦したいと思う案件を5件選び、

1位から5位までの順位と推薦理由をつけて事務局に提出しました。

10月2日の選考委員会において、選考委員長と選考委員が集まり、推薦がついた案件を1件ずつ審議した

結果、10件（助成候補7件、補欠3件）が選考ヒヤリングの対象となりました。10月12日～11月1日に事務局が

現地で団体にヒヤリングをし、11月9日に委員長はその結果を受けて、助成対象団体8件（組織診断6件、

組織基盤強化2件）、助成総額995万円を決定しました。

組織基盤強化に申請した団体は12件でしたが、実態としては組織診断を踏まえる段階にある団体が多く、

助成が決まったのは2件のみでした。団体の力量を強化するためには第三者の目も入れながら団体の現状を

客観的に把握し、何が課題かをつかむ＜組織診断＞の作業なしには、つぎのステップに歩みだすことは

できません。今後の応募に際しては、団体の現状が組織診断の段階なのか、組織基盤強化の段階なのかを

正しく見極めていただくことが大事だと思います。

 選考結果からわかったこと

選考された団体、惜しくも選考から漏れた団体を合わせて、選考のプロセスのなかで、貧困の解消に向けた

民間団体の活動から見えてきたことを5点にまとめてみました。

１．組織診断によってデータを収集し、組織課題を明確にし、仮説を検証し、強みを把握してこれを活か

す方向性を打ち出そうとしている団体は、持続性がありしかも発展性が見えるものとなっています。

さらに、人的基盤や財政基盤について中長期的な計画を立てようと意識することによって団体は強化

されています。

２．活動の成果を測る指標と評価の仕組みをもち、活動の見える化を図ることが組織の強化をもたらし、

かつ事業の発展につながります。

３．団体の運営上、常に中長期的な見通しをもつことが重要ですが、その際、世代交代を念頭に置くこと

が必要です。創始者の力が強い団体ほど後継者を養成することがおざなりになる傾向があります。

経営者は常に後継者養成を念頭に置き、計画的に研修等を行い、適切なタイミングで若い世代に

バトンタッチしていく必要があります。

４．団体が成長していくにしたがい複数の事業を手がけるようになります。その際大事なことは、事業間

の連携をしっかりとつけることです。また事業間連携による相乗効果が見えることが団体の成長発展

を示していると思われます。

５．団体が急成長する時期には、日々の事業をこなすことに精一杯になって法人がめざしているものや

価値の共有が難しくなる傾向があります。そのような時期に意識すべきことは、団体トップと現場職員

の意思疎通を意識的に図ることや、運営管理業務と現場との適切な役割分担などを図ることです。

選考された団体は、DV支援、子ども・若者支援、里親支援、触法障がい者支援、ホームレス支援、生活困窮者

支援、難民支援など多岐に亘り、各分野、各地域で期待される団体であることから、組織基盤強化による

波及効果は大きいと感じます。全国を見渡しますとこの10年間で貧困の解消に取り組む活動が大きく広がっ

ています。これらの団体の力量が高まっていくことが、貧困を解消するだけでなく社会を変革する大きな

力になることを感じました。本助成事業が一助となることを願っています。

＜選考委員＞

宮本みち子 放送大学　客員教授・名誉教授　（★選考委員長）
 千葉大学　名誉教授

小河 光治 公益財団法人 あすのば　代表理事

奥田 知志 特定非営利法人 抱僕　理事長

谷口 仁史 特定非営利活動法人 NPOスチューデント・サポート・フェイス　代表理事

吉中 季子 神奈川県立保健福祉大学　准教授

福田 里香 パナソニック株式会社 ブランドコミュニケーション本部
 CSR・社会文化部　部長

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動地域　③主な活動内容と受益者・数　④事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑤現場職員数（うち、常勤有給数）　⑥会員数　⑦ボランティア数・寄付件数　⑧財政規模　⑨HPアドレス

 ⑩団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　あきた結いネットは、5年前に団体を立ち上げ、「秋田県で困っている人をなくす」という使命を掲げて

活動をしている。社会の実情は「なくす」ことがいかに困難であるかを突き付けるが、怯まぬ姿勢が印象

的である。

　生活困窮者の中でも「ホームレス」や「刑務所出所者」という最も困難を抱え、最も社会的に排除されて

いる人々を引き受けようとしている点が評価できる。このような制度の狭間に取り残された人々への支援

は、包括的で総合的でなければならず、活動内容も多岐にわたるが、それはある意味必然的な発展で

あると言える。住宅確保、身元保証、障害就労と事業を広げ、今後さらに総合的な就労支援事業の構築を

目指そうとしているが、「無いものは創る」とのことばもあり、これまでの経験を活かし新しい就労支援の

仕組みが構築されることを望む。

　一層のガバナンスの強化と事業が継続化するかを自ら心配し、今回の応募となったようだが、志の高さに

見合う組織整備が進むことが望まれる。今回の基盤強化においては第一に「管理職の育成」を目指すと

のことである。それは現場から始まった多くのNPOが抱える課題であると言える。一方で、この組織強化が

上意下達型活動に甘んじることにならず、これまで通り現場から積み上げていくための管理体制となるこ

とを望む。

　あきた結いネットの組織基盤が強化されることで、困っている人がひとりも取り残されない秋田県となる

ことを夢見、心より推薦したい。

＜団体概要＞
①　2013年設立（法人格取得：2013年）
②　秋田県秋田市
③　トータルライフ支援事業結いの手（契約者45人）、
障 害 者 グ ル ー プ ホ ー ム（ 入 居 者 8 人 ）、
相 談 支 援 付 き 住 宅（ 年 間 利 用 者 1 0 人 ）、
自 立 準 備 ホ ー ム（ 年 間 利 用 者 1 0 人 ）、
学び遭いプロジェクト（セミナー参加者50人）

④　2人（2人）
⑤　13人（8人）
⑥　正会員21人、1団体、その他会員22人
⑦　ボランティア20人、寄付20件
⑧　5,077万円（2018年予算）
　　4,380万円（2017年決算）
　　3,022万円（2016年決算）
⑨　https://akitayuinet.jimdo.com/

事業名 2023年に生活困窮者の就労支援事業を立ち上げたい！～最強NPO法人を目指して～
団体名 特定非営利活動法人 あきた結いネット
代 表 者 坂下 美渉（理事長）

寄付
0.3％

会費
1.5％

自主事業
92.4％

受託事業
5.4％

助成・
補助金
0.4％

⑩

【国内助成】2018年募集事業 推薦理由・団体概要
新規助成
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＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動地域　③主な活動内容と受益者・数　④事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑤現場職員数（うち、常勤有給数）　⑥会員数　⑦ボランティア数・寄付件数　⑧財政規模　⑨HPアドレス

 ⑩団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　さいたまユースサポートネットは、貧困をはじめとする様々な困難を抱えた子ども・若者とその家族が

安心して相談できる“地域の居場所”であり続けることを使命として、さいたま市という“地域”に根差した

活動を続けて8年目となり、子ども・若者支援分野で先駆的な活動を展開してきた。本団体の代表は、全国

子どもの貧困・教育支援団体協議会の代表幹事を務めており、この分野のフロンティアに立つ一人である。

　今後この活動を持続しさらに発展させるためには、組織課題の整理と優先順位づけ、ガバナンス、人材や

資 金 調 達 の 仕 組 み お よ び 戦 略 な ど の 分 野 で 課 題 を 抱 え て い る 。

本助成事業では、外部協力者の力を借りて、組織課題の明確化と優先順位の決定を行い、その組織課題

のうち最も優先順位の高い事項の解決策を立案することを目標としている。

　社会的に排除されている子ども若者への学習支援、居場所支援、自立支援は、行政や企業と市民が連携

し、より地域に根ざした活動が全国各地で必要とされているが、現状ではまだまだ発展途上である。

本団体では、包摂的なコミュニティ形成をめざし、地域の人々のニーズに応えられるサービスを作り出す

と同時に、広報発信を積極的に行い、社会問題の発見や構築を行いながら、社会全体を巻き込んだ活動

をめざしている。

　今回の助成によって、本団体がステップアップし、全国各地の同様な活動をさらに牽引するような団体へ

と飛躍していただくことを心から願っている。

＜団体概要＞
①　2011年設立（法人格取得：2011年）
②　埼玉県さいたま市
③ 　 た まり 場（ 子 ど も・若 者 延 べ 1 , 6 0 0 人 ）、
さいたま市生活困窮者学習支援事業（中学・高校生305人）、
さいたま市若者自立支援ルーム（子ども・若者210人）、
地域若者サポートステーション（若者196人）

④　5人（4人）
⑤　39人（13人）
⑥　正会員67人、3団体、その他会員43人、4団体
⑦　ボランティア200人、寄付63件
⑧　14,053万円（2018年予算）
　　15,198万円（2017年決算）
　　17,323万円（2016年決算）
⑨　https://saitamayouthnet.org/

事業名 地域の子ども・若者に寄り添うセーフティネットとしての事業づくりを目指すための組織基盤強化事業
団体名 特定非営利活動法人 さいたまユースサポートネット
代 表 者 青砥　恭（代表理事）

寄付
3.8％

会費
0.4％

その他
0.6％

受託事業
93.6％

助成・
補助金
1.6％

⑩

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動地域　③主な活動内容と受益者・数　④事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑤現場職員数（うち、常勤有給数）　⑥会員数　⑦ボランティア数・寄付件数　⑧財政規模　⑨HPアドレス

 ⑩団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜団体概要＞
①　2004年設立（法人格取得：2004年）
②　全国
③　「収容の代替措置」プロジェクトとアドボカシー（空港で
庇護を求めた者14人）、難民問題に関する法務省・日本
弁護士連合会との三者協議および保護費に関する外務
省・難民事業本部との意見交換（日本での庇護希望者、
日本で保護を受けた難民など推定3万人以上）、難民支
援者全国会議（難民支援関係者45人）、支援者セミナー
（難民支援関係者、メディアなど61人）

④　2人（1人）
⑤　0人
⑥　正会員18団体、その他会員10人
⑦　ボランティア2人、寄付18件
⑧　671万円（2018年予算）
　　639万円（2017年決算）
　　425万円（2016年決算）
⑨　http://frj.or.jp/

寄付
4.6％

会費
5.6％

その他
0.6％

助成・
補助金
89.2％

⑩

＜推薦理由＞

　なんみんフォーラムは、日本に逃れた難民を支援する団体のネットワーク組織で、会員団体が提供する

難民申請に関わる法的サービス、生活や医療などの相談援助、教育支援などを調整し、包括的な支援が

実施できるように努めている。また、日本の難民保護政策が他の先進国に比べて大きく立ち遅れている

中、政策提言を通じて難民の声を社会に伝え、国内外のネットワークづくりにも取り組んでいる。

　2008年から組織改革に取り組み、ガバナンスと透明性の向上に努め、会員団体との情報共有だけでなく、

助成金や寄付を得て、行政府との定期協議や官民連携事業など課題解決にむけた活動を展開するよう

になったが、組織基盤の拡充に十分な資金、人的リソースが割けられない状況が続いている。

　国際的には各国の責任分担を巡って難民保護への国際的な新指針の採択や定期的な国際会議が2019

年以降に予定されており、日本の市民社会の底上げにむけた難民支援全国ネットワークの更なる強化が

求められることから、団体内にタスクフォームを設置し、理事、事務局、外部コンサルタント、会員団体の

メンバーと共に基盤強化に取り組むこととなった。

　本助成によって団体が活性化され、難民ファーストの事業実施体制を構築し、新しいニーズや制度の

狭間にあるニーズと向き合い、政策決定者と世論の両方に効果的に働き掛けながら、長期的視野に立った

社会に根づく活動が進められるよう期待したい。

事業名 難民が日常を取り戻し、安心して暮らせる社会へ：市民社会の底上げに向けた
 難民支援全国ネットワークの組織診断および組織基盤強化
団体名 特定非営利活動法人 なんみんフォーラム
代 表 者 小山 英之（代表理事）
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＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動地域　③主な活動内容と受益者・数　④事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑤現場職員数（うち、常勤有給数）　⑥会員数　⑦ボランティア数・寄付件数　⑧財政規模　⑨HPアドレス

 ⑩団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　シーンは、性別や年齢、障がいの有無にとらわれることなく、「誰もがありのままの自分を生き、活かされ

る社会」の実現をめざし、地域共生社会の概念を具現化した支援活動を展開する一方で、現場で把握し

た課題については、新たにプログラム開発を行うなどその活動を広げ、一部の活動は全国的な展開へと

発展を遂げている。

　特筆すべきは、「ユーザーもワーカーも働きがいのある人間らしい生活を実現するサポート事業」におけ

る「変化」で、かつての「ユーザー」がのちに「ワーカー」になるなど「支えられる側」が「支える側」へと

転 換 し て い る こ と が 報 告 さ れ て い る 。

少子高齢化が進み、人口減少時代に突入した日本において、この好循環の拡大は、地域課題解決のため

の重要な視点であることからも評価に値する。

　組織課題の解決については、高齢者や障がい者、育児中の親、子どもや若者、LGBTの人々など多様な人々

が集い、支えあうための地域づくりの拠点を安定的に支えるため、行政からの補助金等への過度の依存

から脱却し、新たな収益事業の開始や会費、寄付金収入など財源の多様化を方針に立てている。

これらを着実に実行するため、第3者のコンサルタントをファシリテーターとして位置づけたSWOT分析ワーク

ショップを組み入れるなど、具体的な対策が計画されており、実効性という観点からも期待が持てる。

　団体の活動方針と組織基盤強化の実施方針に一貫性があること、高い公益性が認められること等から

本助成の対象にふさわしいと判断した。

＜団体概要＞
①　1997年設立（法人格取得：2001年）
②　大阪府高槻市・東大阪市、関西、全国
③　サポート部門「とんがらし」「くれよん」（サポートを必要
と す る 人 年 間 延 べ 1 , 2 5 7 件 ）、
「生きがい工房」（一般市民年間延べ5 , 3 0 0人）、
若年層のポルノ被害相談（被害者年間15人程度）、
講 師 派 遣 （ 年 間 8 0 件 ） 、
「G-Free」（年間40校）

④　6人（4人）
⑤　43人（0人）
⑥　正会員64人、5団体、その他会員105人、21団体
⑦　ボランティア35人、寄付35件
⑧　1,697万円（2018年予算）
　　1,643万円（2017年決算）
　　1,755万円（2016年決算）
⑨　http://npo-sean.org/

事業名 誰も取り残さない社会を実現するための拠点施設を活用した新規事業立案・財源多様化のための組織診断
団体名 特定非営利活動法人 シーン
代 表 者 小川 真知子（理事長）

寄付
5.3％

会費
4.8％

自主事業
62.7％

受託事業
18.7％ 助成・

補助金
8.5％

⑩

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動地域　③主な活動内容と受益者・数　④事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑤現場職員数（うち、常勤有給数）　⑥会員数　⑦ボランティア数・寄付件数　⑧財政規模　⑨HPアドレス

 ⑩団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　女性と子ども支援センターウィメンズネット・こうべは、DVシェルターの先駆けとして、女性の貧困の背景

にあるDV被害の支援を長く行ってきた。この分野は行政支援が十分ではなく社会的にもほとんど無関心

だった頃から、見えにくい女性の貧困の問題に丁寧に向き合い、支援してきた実績がある。

常に、現場で生じる新たな課題・ニーズを見出して対応しようとしていく姿勢や、資源がなければ新たな

工夫や創出をしていくという姿勢は評価できる。設立時のミッションが現場に浸透しているからこそ、

柔軟な支援活動を可能にしているように思われる。

　本団体が組織診断を必要とする背景には、スタッフの高齢化、世代交代の停滞などの課題があるが、この

ことは、短期的ではなく長期的な視点を持ち、団体の将来の継続的な運営を見据えてのことである。

人材育成とその定着への視点は一般的にNPOの共通した課題であるが、とりわけ、支援対象がDV被害女性

といった特質性からも、良くも悪くも支援者が女性中心になりがちである。労働者としての支援者にジェン

ダーや年齢の偏りがあることも踏まえると、10年後の目指す姿と今後の人材育成を強化したいという目標

には妥当性がある。

　本団体の主たる事業は、民間主導でなされてきた分野であり、この地域、支援分野において既に一定の

ネットワークを構築しているが、男女の別なく多様な利用者、支援者がともに寄り添いながら活動を広げ

ていく団体となってさらに成長していくことを期待したい。

＜団体概要＞
①　1992年設立（法人格取得：2007年 認定取得：2015年）
②　兵庫県、関西、西日本各地
③　DV被害相談事業（電話517人、面接181人、同行支援150人）、
DVシェルター運営事業（大人18人、子ども9人）、
デートDV防止出前授業（生徒・大学生17, 8 7 3人）、
WACCA運営事業（女性と子ども年間延べ2,600人）、
子ども元気ネットワーク関西（母子家庭30世帯）

④　2人（2人）
⑤　13人（5人）
⑥　正会員23人、その他会員141人、3団体
⑦　ボランティア40人、寄付135件
⑧　3,160万円（2018年予算）
　　3,405万円（2017年決算）
　　2,613万円（2016年決算）
⑨　http://wn-kobe.or.jp/

事業名 “若い人材が安心して働けるNPO”をめざし、組織診断を踏まえた組織基盤強化計画の立案
団体名 認定特定非営利活動法人 女性と子ども支援センターウィメンズネット・こうべ
代 表 者 正井 禮子（代表理事）

寄付
29.4％

会費
2.5％

その他
0.3％

自主事業
9.9％

受託事業
16.8％

助成・
補助金
41.1％

⑩
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＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動地域　③主な活動内容と受益者・数　④事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑤現場職員数（うち、常勤有給数）　⑥会員数　⑦ボランティア数・寄付件数　⑧財政規模　⑨HPアドレス

 ⑩団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　子どもNPOセンター福岡は、市民の“つながり”と“協働”でめざす「子どもにやさしいまち」の実現を

掲げ、里親普及と支援、子どもの居場所づくり等に直接取り組む一方で、現場で直面した課題に対しては、

子ども分野NPOのネットワークを広げ、そのセンターとしての役割を担うなど、つながりと協働での解決を

重 視 し て お り 、団 体 の ミ ッ シ ョ ン と 活 動 の 展 開 に 一 貫 性 が あ る 。

本団体が担う行政委託事業等のうち「里親養育支援共働事業」においては、里親委託率が6.9%から

42.89%へと飛躍的な伸びを見せ、学習支援に関しても中学3年生の進学率が100%に達するなど着実に

実績を上げており、今後の取り組みの発展が期待される。

　本団体が基盤強化に取り組む課題認識は、組織に参加する主体の情報共有やコミュニケーション、経済

基盤、マネジメント、企業との連携、政策提言に関するものまで広範かつ明確で、また、基盤強化に向けた

実施方針も5か年の資金調達計画の策定など中長期の視点が組み入れられており具体的である。

特筆すべきは、基盤強化に向けて、団体単体での改善努力は勿論のこと、センター機能を担ってきた中間

支援団体としての視点が盛り込まれている点で、組織課題を明らかにするプロセスにネットワーク構成

団体へのヒヤリングやワークショップ等を組み入れ、ネットワーク全体での基盤強化が射程に入っている

こ と で あ る 。

このことから、本団体による組織基盤強化は、公益性、その後の波及効果という観点からも期待でき、

本助成の対象にふさわしいと判断した。

＜団体概要＞
①　2003年設立（法人格取得：2004年）
②　福岡県福岡市および周辺市町村
③　子どもにやさしいまちづくり推進事業（市民延べ564人）、
ふくおか子ども白書編纂事業（市民 4 4 7人）、
里親養育支援共働事業（市民・里親延べ395人）、
若者のぷらっとホームサポート事業（中高校生延べ451人）、
子どもの学びと居場所づくり事業（中学生延べ3,754人）

④　3人（3人）
⑤　7人（0人）
⑥　正会員45人、18団体、その他会員48人、4団体
⑦　ボランティア400人、寄付40件
⑧　1,673万円（2018年予算）
　　1,353万円（2017年決算）
　　1,200万円（2016年決算）
⑨　http://kodomonpo.main.jp/

事業名 貧困を背景とする子どもたちのニーズに応える組織の基盤強化事業
団体名 特定非営利活動法人 子どもNPOセンター福岡
代 表 者 大谷 順子（理事長）

寄付
10.9％

会費
3.8％

その他
3.3％

自主事業
11.1％

受託事業
70.9％

⑩

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動地域　③主な活動内容と受益者・数　④事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑤現場職員数（うち、常勤有給数）　⑥会員数　⑦ボランティア数・寄付件数　⑧財政規模　⑨HPアドレス

 ⑩団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　Homedoorは、ホームレスを生み出さない社会構造を作ることを目標とし、地道に路上生活者や深夜営業

店舗などで過ごす困窮者にアウトリーチを行いながら、就労機会の提供や相談事業などを行ってきた。

立ち上げから8年が経ち、2018年にはあらたにシェルター事業を開始したところである。これにより、それ

までの就労支援事業とアウトリーチ事業とあわせて、ホームレス状態にある人、そのおそれのある人に

対する包括的な支援体制が整い、活動を軌道に乗せるところである。

　本団体は、常勤スタッフが4人と小規模な団体でありながらも、当事者の声を聞き、新しい手法を取り入れ

ながら、活動を組み上げているところは評価できる。行政頼みにしないという視点も、団体の基本的な

理念を具現化しているようである。また、ホームレス支援に取り組む他の団体と比べて、運営メンバーに

女性が多いということは、本団体の特徴である。これらのことを踏まえると、これからも新しい発想と

「おもしろさ」が期待できる。

　ホームレスだけでなく生活困窮者の抱える問題は複雑かつ多様化し、女性、若年、高齢者にも広がってい

ることからも、今後もニーズが高まる分野である。だからこそ、団体自身は、活動が順調に見えながらも、

これまでの基礎固めと次へのステップのための組織基盤強化の必要性を自覚している。活動の成果を

測る指標を立て、自己評価しながら報告書という形で外部に発信しようと試みており、困窮者支援における

総合性をもつ団体に成長することを期待したい。

＜団体概要＞
①　2010年設立（法人格取得：2011年 認定取得：2017年）
②　大阪府
③ 　 就 労 事 業（ 生 活 困 窮 者 延 べ 5 9 人 ）、

アウトリーチ事業（住まいのない生活困窮者延べ1,146人）、
シェルター事業（宿泊する場所がなく野宿を望まない者19人）

④　5人（4人）
⑤　0人
⑥　正会員10人、その他会員533人
⑦　ボランティア700人、寄付146件
⑧　3,959万円（2018年予算）
　　4,939万円（2017年決算）
　　5,741万円（2016年決算）
⑨　http://www.homedoor.org/

事業名 事業評価指標の作成と実践、広報力強化による「アンドセンター」運営費獲得のためのファンドレイジング
団体名 認定特定非営利活動法人 Homedoor
代 表 者 川口 加奈（理事長）

寄付
43.6％

その他
0.9％

自主事業
14.8％

受託事業
38.9％

助成・
補助金
1.8％

⑩
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＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②主な活動地域　③主な活動内容と受益者・数　④事務局職員数（うち、常勤有給数）

 ⑤現場職員数（うち、常勤有給数）　⑥会員数　⑦ボランティア数・寄付件数　⑧財政規模　⑨HPアドレス

 ⑩団体が取り組むSDGsのゴール　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　フードバンク北九州ライフアゲインは2013年に設立され、「生まれ育った環境のために、満たされる食事

ができない、十分な教育機会が得られない、ひとりぼっちの子どもを北九州市からゼロにする」ことを

ミッションに掲げ、SDGsの理念である「誰一人取り残さない」の趣旨に合致する。本団体は福岡で初めて

フードバンク事業を手掛け、また、地域における子ども食堂のパイオニアとして精力的に事業を拡大して

きた。

　長年にわたり子ども支援や里親支援の実績をもつ理事長がリーダーシップを発揮し、この5年間、事業を

牽引してきたが、一人のリーダーとボランティア体制では限界が生じている。団体が使命をより果たしてい

くためにも、事務局体制や機能を強化して、持続可能な組織運営を実現すべく本助成に応募するに至っ

ている。

　すでに地元のNPO支援組織の協力のもと、組織診断や優先課題についての示唆を得ており、その課題

解決に向けた具体的な取り組みにも着手している。団体の理事やスタッフを補強し、組織体制を整えつつ

あることから、この機会に次世代の人材育成を含め、しっかりと基盤強化に取り組んでほしいとの思いから

採 択 さ れ た 。

本助成を通じ、ミッションの実現に向けて、持続可能な組織運営体制を構築し、北九州市の貧困の連鎖

を断ち切るモデルとして全国に波及していくことを期待したい。

＜団体概要＞
①　2013年設立（法人格取得：2014年）
②　福岡市・福岡県
③ 　 フードバ ンク事 業（ 7 4 施 設・9 5 世 帯 ）、
行 政 と の 協 働 事 業 （ 9 5 世 帯 ） 、
食 の セ ー フ ティネット 事 業（ 4 5 世 帯 ）、
普 及 啓 発 事 業（ 約 4 , 0 0 0 人 ） 、
ファミリーサポート事業（60人）

④　4人（2人）
⑤　3人（1人）
⑥　正会員73人、8団体、その他会員365人、43団体
⑦　ボランティア50人、寄付198件
⑧　1,186万円（2018年予算）
　　　959万円（2017年決算）
　　　470万円（2016年決算）
⑨　https://fbkitaq.net/

事業名 子どもの貧困の連鎖を断ち切る北九州モデル構築のための、持続可能な組織基盤強靭化事業
団体名 特定非営利活動法人 フードバンク北九州ライフアゲイン
代 表 者 原田 昌樹（理事長）

寄付
22.4％

会費
11.2％

その他
7.7％

自主事業
0.3％

受託事業
38.2％

助成・
補助金
20.2％⑩

＜環境分野＞
２
年
目

３
年
目

代表者
（役職）

所在地
助成額
（万円）

○

○

○ 秋野正峯
（会長）

中嶋健造
（代表理事）

栃木 130

東京 200

宮園福夫
（理事長）

福岡 200

環境分野 2018年募集継続助成　助成件数：4件　助成総額：700万円

2018年募集継続助成　助成件数：10件　助成総額：1,500万円

○
生源寺眞一
（会長）

東京 170

＜アフリカ分野＞
２
年
目

３
年
目

代表者
（役職）

所在地
助成額
（万円）

○ 村上千恵
（代表理事）

神奈川 100

アフリカ分野 2018年募集継続助成　件数：1件　助成総額：100万円

＜子ども分野＞
２
年
目

３
年
目

代表者
（役職）

所在地
助成額
（万円）

○

○

○ 藥師実芳
（代表理事）

松尾忠雄
（理事長）

東京 170

神奈川 130

荒木勇輝
（代表理事）

京都 160

子ども分野 2018年募集継続助成　件数：5件　助成総額：700万円

○
三輪開人
（理事長）

東京 130

○
空閑浩人
（理事長）

京都 110

特定非営利活動法人 足尾に緑を育てる会
「足尾の山の緑化活動により、広範な自然環境の健全化と
 地域活性化を目指す活動の組織基盤強化」

特例認定特定非営利活動法人 山村塾
「農家が主体となった都市農山村連携事業を継続するための組織基盤強化」

特定非営利活動法人 持続可能な環境共生林業を実現する自伐型林業推進協会
「持続的な自伐型林業推進に向けた事業推進基盤及び広報PR組織基盤強化」

認定特定非営利活動法人 JUON NETWORK（樹恩ネットワーク）
「より多くの人が活躍するための組織基盤強化」

認定特定非営利活動法人 ReBit
「“LGBTブーム”が去った2020年以降も継続的に事業が行えるように、
 安定した個人継続寄付者数の増加を目指す」

特定非営利活動法人 寺子屋プロジェクト
「21世紀の寺子屋のモデルを全国に広げるための特例認定NPO取得と
 収益モデルの確立を軸とした組織基盤強化」

認定特定非営利活動法人 スマイルオブキッズ
「新法人設立・業務分割に伴う組織マネジメントの課題整理と
 次世代に繋げて行くための組織基盤強化」

「組織基盤強化事業名」団体名

「組織基盤強化事業名」団体名

「組織基盤強化事業名」団体名

特定非営利活動法人 ダイヤモンド・フォー・ピース
「欧米圏における潜在支援者をアクティブな支援者に転換する
 オフライン広報基盤の強化」

特例認定特定非営利活動法人 e-Education
「特例認定取得後の価値を最大化する、会計及び広報ファンドレイジング
 業務基盤の強化」

認定特定非営利活動法人 FaSoLabo京都
（旧：アレルギーネットワーク京都ぴいちゃんねっと）
「『共に学び考える』組織への基盤強化」

Panasonic NPOサポート ファンドの継続助成には、10団体に1,500万円の助成が決定しました。

Panasonic NPOサポート ファンド
2018年募集継続助成 助成先団体一覧
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環境分野 選考委員長

山崎 宏

Panasonic NPOサポート ファンド（環境分野）の2018年継続助成の選考

委員長を務めました山崎宏です。私自身、過去に本サポートファンドの助成

を通じて、組織基盤強化の大切さを教えられた一人であります。その経験

も踏まえ、選考にあたり感じたことをお伝えします。

 2018年募集事業の選考プロセス

2018年は5月中旬～6月下旬にかけて、組織基盤強化ワークショップ＆公募説明会を東京・広島・福岡・宮城・

愛知・大阪・埼玉にて開催しました。その後、7月17日に応募受付を開始し、8月3日の締め切りまでに継続

助成2年目に4団体、継続助成3年目に3団体、計7団体の応募がありました。この中には過年度、不採択や

応募見送りなどを経験した団体も含まれています。

9月下旬に開催した選考委員会では、応募のあった7件全てを審議対象案件とし、委員会での協議の結果、

ヒアリング対象を5団体に絞り込みました。その後、10月中旬までにヒアリングを終了し、報告書を選考委員

に送付。各選考委員からの最終評価を踏まえ、11月上旬に選考委員長による決裁会議で助成内定先として

4団体を選定しました。

環境分野については新規助成の受付を行っておらず、審議対象案件全てが継続助成への申請団体でした。

つまり、自団体の「組織診断」を終え、具体的な「基盤強化」に向けた思いやプロセスが詰まった申請書が

並びました。私たち選考委員は、各団体のキラリと輝く活動内容にワクワクしつつ、その活動を支える組織

基盤が強化された後をイメージします。すなわち、当該団体の成長が、広く他団体や他地域へ水平展開し、

プラスの連鎖の中で環境問題が解決に向かう状態が生まれることを期待するのです。

 解決の道筋の見えない環境問題

SDGsのカラフルなアイコンからもイメージできるように、環境問題は貧困、教育、産業、消費など、持続可能

な社会を構築する上で欠かすことができない多様なテーマとの間に、避け難い関係性を有しています。

多方面からのアプローチが可能な反面、複雑に絡み合った関係性の糸を解きほぐすことは容易ではありま

せん。ともすれば、相対的には、人も資金も情報も「環境」というテーマから離れる傾向にあるようにさえ

映ってしまいます。

1972年の国連人間環境会議で環境問題が取り上げられてから、まもなく半世紀。その間、数多くのNGOやNPO

が生まれ、様々な活動が展開されました。食い止められた環境問題も多数あったでしょう。進行する問題に

ブレーキを掛けた可能性もあります。しかし一方、未だ解決の道筋すら共有されない現状が目の前に立ち

はだかっていることも、私たち環境分野に関わる人間に突きつけられた評価として受け止めなければなら

ないと考えます。

 質の高い活動を継続的に

幸いにも今回、申請書の隅々まで拝読させていただく中で、採択に至った団体からも、そうでなかった団体

からも、同様の問題意識を感じ取ることができました。立ちはだかる壁は相変わらず大きなものです。

であるが故に、継続的な活動が不可欠になります。先の見えない大海原を進む船に例えるならば、高品質の

積み荷（活動）を詰め込むだけでなく、安定した船体そのもの（組織基盤）への絶え間ない眼差しが求めら

れます。

こうした中、環境NGOや環境NPOと称される私たちは、活動強化と組織基盤強化という両輪を安定的に駆動

する術を身につけ、今一度、しぶとく正面から課題と向き合うことが大切だと思います。そして、その中から

得られたノウハウは、団体内でフィードバックするだけでなく、多種多様なネットワークを通じて他団体や

他地域へ共有されるべきだと考えます。新たなノウハウを得た団体や地域は、新たな取り組みをスタート

させ、新たなノウハウを獲得することになるでしょう。こうしたプラスの連鎖に基づくスパイラルアップが

地球上で次々に創出されることを強く願います。

地球環境を取り巻く課題について考え始めると、とかく暗く難しい雰囲気になりがちです。

ありきたりの表現ではありますが、活動の継続には「楽しさ」も必要だということを、最後に付け加えます。

無責任な意味ではない、良い意味での「前向きさ」「明るさ」とも言い換えられるでしょう。団体内に、あるいは

環境分野に関わる全ての人々の間に、そうした雰囲気を醸成させる手法を構築することもまた、活動を支える

基盤強化の一つなのかもしれません。

【環境分野】選考委員長総評

＜選考委員＞

山崎　　宏 特定非営利活動法人 ホールアース研究所　代表理事　（★選考委員長）

粉川　一郎 武蔵大学 社会学部 メディア社会学科　教授

佐藤　恭子 パナソニック株式会社 品質・環境本部 環境経営推進部 環境渉外室　主務
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＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②設立目的　③活動内容　④活動地域　⑤有給スタッフ数　⑥正会員数
 ⑦財政規模（年間経常収入）　⑧HPアドレス　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　足尾銅山は日本の公害の原点とも言われ、銅の精錬所から排出された亜硫酸ガスや酸性雨、坑木・燃料

木のための乱伐等で広範囲にわたって「禿山」と化したエリアが広がっている。本団体は、渡良瀬川流域

の市民活動グループが集まり、足尾の山に緑を取り戻そうとの思いから結成され、「足尾に百万本の木を

植えよう」というスローガンの下、1996年から植樹活動を続けている。

　設立から20年余りが経過し、創業メンバーの神山英昭前会長が亡くなり、団体運営を担って来た理事の

多くも高齢になるなど、組織は世代交代の時期を迎えている。会費・寄付金収入の低迷に加えて、会員管

理や参加料の設定に課題を抱えるなど、団体のマネジメント体制を根本的に見直す時期に差し掛かって

いる。助成1年目はそうした経営資源の棚卸など組織診断に取り組んだ。組織のミッション、ビジョン、

バリューを見直す作業では、長年の歴史を有し、多様かつ多くのステークホルダーとの対話に大変多くの

時間をかけ、粘り強く進められている。

　選考委員会では、1年目の組織診断で洗い出されたマネジメント体制の整備と併せて、活動資金を獲得

するための協賛企業集めや企業向けのサービス開発など攻めの施策が評価され、採択に至った。

毎年春の植樹祭には2日間で約2千人の参加者が集まり、大変な熱気の中で植樹活動が展開されており、

1箇所での活動規模で言えば、我が国を代表する市民参加型の植樹プロジェクトである。歴史的な遺産の

価値を鑑みれば、工夫次第ではファンドレイズの可能性もまだまだ大きい。活動の創立者たちの志を

受け継ぎ、多くの人が賛同、参加する活動をいかに再構築できるのか、地元足尾のご出身で、思いも共有

できる外部専門家の支援を得て、着実に組織基盤を固めていただきたい。

＜団体概要＞
①　1995年（設立後 満23年）
②　足尾銅山の煙害で荒廃した足尾の山の緑化活動を
通じて、水循環系を中心とした環境問題に取り組む
とともに、渡良瀬川源流地域の問題を考え、もって
自然環境の健全化ならびに地域社会の伸展に貢献
すること

③　足尾ダム周辺の荒廃地緑化事業、植樹活動支援事業、
足尾銅山と環境問題に関する文献収集事業、調査
研究・情報収集および提供事業、環境問題および
緑化に関する講習会や研修会の開催等

④　栃木県日光市足尾町
⑤　23人（常勤3人、非常勤20人）
⑥　個人会員50人
⑦　2,523万円 （2018年度予算）
　　2,668万円 （2017年度決算）
　　2,394万円 （2016年度決算）
⑧　https://www.ashiomidori.com//

事業名 足尾の山の緑化活動により、広範な自然環境の健全化と地域活性化を目指す活動の組織基盤強化
団体名 特定非営利活動法人 足尾に緑を育てる会
代 表 者 秋野 正峯（会長）

継続助成2年目

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②設立目的　③活動内容　④活動地域　⑤有給スタッフ数　⑥正会員数
 ⑦財政規模（年間経常収入）　⑧HPアドレス　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　本団体は、日本の林業において、森林経営・管理・施業を林業の担い手自らが行なう「自伐型林業」を

提唱し、その全国的な普及、推進を展開している。団体設立から5年目を迎え、連携する自治体数は前年の

27から40へ増え、会員数も300を超えている。また、与野党の超党派による「自伐型林業普及推進議員連

盟」が設立され、各地で開催されているシンポジウムやフォーラムは大変な盛況ぶりで、林業セクターの

自伐型林業への関心度が伺える。まさに事業や組織が急成長するステージにある。戦後の造林政策で植

樹された山が今まさに伐期を迎え、他方、気候変動によるこれまで経験したことのないような豪雨に

より、近年の山林経営は様々な課題を抱えている。そうした中で、自伐型林業に光明を見出そうとする

自治体、企業、山主は多く、当団体が担うべき役割は大きい。自伐型林業に取り組んでみたいと考える

主体に対して、いかに具体的な解決策（ソリューション）をパッケージとして提供できるのか、本団体に

とってこの3～5年の大きなテーマであろう。

　助成1年目の前年度は、経営資源の棚卸など組織診断に取り組んだ後、中期事業推進計画を策定する

など、組織基盤強化の取り組みを行なった。助成2年目の今年度は、自伐型林業の普及を一層促進させる

ための広報・PR基盤の強化や、自伐型林業の担い手育成やコンサルティング事業など具体的な支援の

仕組み作りに取り組む。選考委員会では1年目の成果を踏まえた取り組みであり、申請事業の計画も綿密

に練られた内容で、成果が十分に期待されるとの評価を得て、採択に至った。

　自伐型林業への期待感が膨らむ中、具体的な支援活動ができる仕組みや事業を提案して行くことが求め

られている。本助成の取り組みを通じて、自伐型林業を推進する組織として、しっかりと期待に応えられ

る中核的な団体へと成長されることを期待したい。

＜団体概要＞
①　2014年（設立後 満4年）
②　持続可能な環境共生林業を実現する自伐型林業を
推進すること

③　自伐型林業の普及活動、自伐型林業推進のための
全国的組織およびネットワークの形成、自伐型林業
普及のための情報発信および啓発広報活動、自伐型
林業に関する調査研究および自伐型林業定着のため
の政策提言

④　全国
⑤　6人（常勤4人、非常勤2人）
⑥　個人会員45人、企業・団体会員15件
⑦　8,960万円 （2018年度予算）
　　4,743万円 （2017年度決算）
　　5,635万円 （2016年度決算）
⑧　https://jibatsukyo.com/

事業名 持続的な自伐型林業推進に向けた事業推進基盤及び広報PR組織基盤強化
団体名 特定非営利活動法人 持続可能な環境共生林業を実現する自伐型林業推進協会
代 表 者 中嶋 健造（代表理事）

寄付
6.9％

会費
5.4％

その他
0.6％

自主事業
20.3％

受託事業
52.3％

助成・
補助金
14.5％

寄付
1.0％

会費
1.6％

受託事業
56.3％

助成・
補助金
41.2％
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＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②設立目的　③活動内容　④活動地域　⑤有給スタッフ数　⑥正会員数
 ⑦財政規模（年間経常収入）　⑧HPアドレス　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　本団体は、1994年に福岡県八女市黒木町の農家2軒が中心となり、地域の豊かな自然環境を保全していく

ことを目的に発足した。以降、都市と農山村の住民が連携交流できる環境保全型農業や山林保全体験

（植樹、間伐）のプログラムを実施し、年間600名以上の都市住民の参加を促したり、また、年間200日以上

の国際ボランティア合宿を運営、地域の様々な環境保全プログラムを提供したりするなど、地域貢献度を

高 め て き た 。

2012年の九州北部豪雨災害の際には、同団体が福岡県八女市黒木町の災害ボランティア拠点を運営し、

2年間で延べ3,500名のボランティアをコーディネートした。それを機に事業数が増加したことで、組織体

系が複雑化、また、発足20数余年を迎えて組織基盤強化と世代交代の時機がおとずれている。

　助成1年目は、組織全体の診断後に中長期ビジョンの作成、事業と組織（理事会・運営会議・事務局）の

精 査 、拡 大 し た 事 業 を 支 えら れ る 持 続 可 能 な 組 織 へ の 改 編 に 取 り 組 ん だ 。

継続助成の2年目は、基幹事業である農山村体験活動のリニューアル、理事会活性化のための研修の

実施、また、中長期ビジョンをベースとした情報発信体制（ウェブサイト）のブラッシュアップを図る。選考

委員会で、1年目の第三者の客観的な視点を取り入れて実施した丁寧な組織診断と、また、診断結果を

真摯に受け止めた上で考えられた本事業内容は実効性が高いと評価され、採択に至っている。

　地元だけでなく都市部でも本団体への共感が拡がっている一方、団体が活動の中で大事にしている点を

発展の中でも見失わないように着実に一歩一歩、組織基盤の強化を図ってもらいたい。本団体の成長の

過程が、国内各地で同様の地域貢献型環境活動に取り組むNPO/NGOの模範になることを期待したい。

＜団体概要＞
①　1994年（設立後 満24年）
②　都市と農山村の住民が、その連携交流を通じて農林
業および農山村の環境に関する役割を認識するとと
もに、それを学び実践することによって、農山村の
振興、環境の保全、食物の安全、健康ひいては持続
可能な社会の構築に寄与すること

③　環境保全型農業体験活動、里山保全活動、災害ボラ
ンティアのコーディネート、国際ボランティア合宿
の受入れ事業

④　福岡県八女市黒木町笠原地区
⑤　5人（常勤3人、非常勤2人）
⑥　個人会員64人、企業・団体会員3件
⑦　3,097万円 （2018年度予算）
　　2,687万円 （2017年度決算）
　　2,866万円 （2016年度決算）
⑧　http://sansonjuku.com/

事業名 農家が主体となった都市農山村連携事業を継続するための組織基盤強化
団体名 特例認定特定非営利活動法人 山村塾
代 表 者 宮園 福夫（理事長）

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②設立目的　③活動内容　④活動地域　⑤有給スタッフ数　⑥正会員数
 ⑦財政規模（年間経常収入）　⑧HPアドレス　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

＜推薦理由＞

　本団体は、阪神淡路大震災などで多くの学生ボランティアが活躍したことを契機に、全国大学生活協同

組合連合会の「学生が活動できる場づくりと、都市と過疎地域とのつながりを何とかしよう。」という呼び

かけで1998年に発足した。現在、全国19都府県で地域活性化や農村漁村の再生などに取り組んでいる。

　東日本大震災以降、市民の地域貢献の関心は高まっているが、それらの関心層に対して効率的な訴求が

できておらず、広報・PRの基盤に課題を感じていた。本助成１年目に組織診断を実施し、課題を抽出・分

析、ミッション・ビジョン・ドメインを明確化させた。助成2年目には中期計画を完成させ、また、農山村の

活動プログラムの改善と新規事業の開発のための戦略会議を実施、本団体の強みである全国6ブロック

（北海道東北、関東甲信越、東海北陸、関西中国、四国、九州）のボランティアの力を引き上げることを目指

した「地域ブロック世話人会」を開催している。

　最後の助成となる3年目は、これまでの2年間の集大成として、策定した中期計画に基づいて成果目標を

達成できる組織になるため、スタッフ制度の抜本的な改革を検討する。具体的には、東京の事務所で

勤務する常勤・非常勤職員が各地方の活動の運営も担っている現在の仕組みを精査し、各地方の現場の

活動の当日運営を中心に担う「活動スタッフ」制度を導入、研修を実施、東京の事務局職員の省力化と

同時に各地域の活動の活性化を図っていく。また引き続き、地域ブロックの戦略会議を実施していき、

助 成 終 了 後 も 各 地 域 の 活 動 が 継 続 発 展 で きる 体 制 の 構 築 、定 常 化を目 指 す 。

選考委員会では、団体独自の人材開発・登用のシステムが構築されて持続可能な組織へと成長すること

に、他のNPOの模範となる可能性を期待されて助成最終年の採択となった。

＜団体概要＞
①　1998年（設立後 満20年）
②　都市と農山漁村の人々をネットワークで結ぶことに
より環境の保全改良、地方文化の発掘と普及、過疎
過密の問題の解決に取り組み、自立・協助の志で
新しい価値観と生活様式を創造していくこと

③　「都市と農山漁村を結ぶ自然と文化のネットワーク
づくり」事業、「森林の保全・育成・ボランティア
活動」事業、災害救援活動等

④　全国
⑤　7人（常勤3人、非常勤4人）
⑥　個人会員469人
⑦　2,832万円 （2018年度予算）
　　2,961万円 （2017年度決算）
　　2,678万円 （2016年度決算）
⑧　http://juon.or.jp/

事業名 より多くの人が活躍するための組織基盤強化
団体名 認定特定非営利活動法人 JUON NETWORK（樹恩ネットワーク）
代 表 者 生源寺 眞一（会長）

継続助成3年目

寄付
15.4％

会費
2.0％

その他
0.4％

自主事業
50.6％

受託事業
18.6％

助成・
補助金
13.0％

寄付
37.5％

会費
28.3％

自主事業
20.2％

受託事業
3.3％

助成・
補助金
10.7％
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子ども分野 選考委員長

森本 真也子

 応募状況と選考プロセス

2018年度の子ども分野は新規助成の募集は行わず、継続助成のみ募集しま

したので、応募総数は、継続助成2年目が5件、同3年目が3件の計8件でした。

継続助成の場合、既に応募要件を新規助成の段階でクリアしているため、予備選考は実施せず、選考委員

5名による本選考のみ行われました。すべての応募書類と報告書に各選考委員が目を通し、書類審査を

行った上で、9月27日（木）に選考委員会を開催して、各委員の評価をもとに3時間かけて審議を行いました。

全ての団体に「継続して支援すること」が必要ではないのかとの思いもありましたが、総額が限られている

こともあり、組織基盤強化を通じて「子どもたちにとって価値のある未来が見えるか」ということを重視して

審査しました。また、採択されなかった団体へは助言や提案などの応援が出来るよう1件1件確認しながら

審議を行いました。結果、8団体の内5団体を採択し、計700万円の助成を決定しました。採択された団体の

推薦理由は別途掲載していますのでご一読いただければ幸いです。

以下、選考を通して感じたことを述べさせていただきたいと思います。

 継続助成の選考ポイント

継続助成の選考の場合、一番大切なポイントは、前年度の取り組みを踏まえて次のステップが明確になって

いるかどうかということです。今年度は多くの団体で、これまでの組織診断の結果や基盤強化を踏まえた

発展的なストーリーや展開が見え、組織基盤が強化されている確かな手応えが感じられました。けれども、

基盤強化が組織自身の成果にとどまり、真に子どもや子どもが育つ環境に対して、どのような成果につなが

っているかが見えにくいということが議論になりました。

子どもの問題へのアプローチには、子どもに対する直接的な支援と、子どもが育つ環境を整備するための

大人の組織づくりを支援するという間接的な支援があるため、組織基盤強化というテーマにおいては、どう

しても大人に対するアプローチが中心となりがちです。子どもに関わるNPOの基盤強化を評価する指標とし

て、NPOの基盤強化が子どもたちの育ちをどう助けるのかという視点をもつことも必要ではないかという

議論は、今年度の大きな特徴だったと思います。

 

 ミッションに「子どもたちにとっての価値ある未来」が見えるか

NPOの組織基盤強化の要はあらためて「ミッションにある」とここ数年実感しています。そもそもNPOの真髄

は社会課題にどこまで真摯に向かい合えるかということにあると思っています。そのためには、子どもに

関わる現代の社会課題を的確に捉えていくことが求められます。

子どもたちにとっては「今」がとても重要です。子どもは成長し続ける過程で生活環境が目まぐるしく変化し、

子どもの抱える課題も常に変化し続けています。しかも、子どもたちの環境は、大人の社会状況により

大きく変化せざるを得ません。自分の意思で決められる幅はとても狭く、選択できる道は環境に大きく左右

されます。

このような認識のもと、子ども分野のNPOには、子どもには権利があるという世界共通のベーシックな

子ども観は押さえていてほしいものです。また、子どもたちが自分で自分の人生を歩んでいけるように大人

たちは伴走するのであって、ある方向性に導くものではないということも、市民社会をめざしているNPOと

しては、もっていて欲しい考え方だと思っています。

子どもに関わるNPOとして、このような共通理念を基本に持ちながら、変化している社会の中で子どもの

課題は何かを日々新鮮に捉え、その時代に即したミッションに作り直すことが必要です。目の前の活動だけ

に流されるのではなく、常に真摯に社会の変化とその先を見据えなければ、子どもたちにとっての価値ある

未来が見出せない活動や組織になってしまうのではないかと私は考えています。

 

 NPOは“生き物”

例年感じていることではありましたが、団体を選考する中で、今回改めてNPOは生き物だと感じました。

組織の基盤を支える人材が豊富だとは言いきれない団体が多い中、昨年と同じ団体なのかと見紛うほど、

大きく変化する団体があります。人が増えたり変わったりすることで、推進力が強くなり良い方向に変化する

こともありますが、昨年までの方向とは全く異なる方向に変化することもあります。

人材や資金などの基盤が脆弱なNPOであればあるほど、常に新しい人と出会い、新しい情報を手にして、

新鮮な風を組織に取り入れ、自分たちの進むべき方向を見据えていかないと、組織は生き続けていけませ

ん。社会情勢をきちんと捉えながら、常に生き生きとした組織でありたいものです。

【子ども分野】選考委員長総評

＜選考委員＞

森本真也子 特定非営利活動法人 子どもと文化全国フォーラム　代表理事　（★選考委員長）
 特定非営利活動法人 子ども文化地域コーディネーター協会　専務理事

関　　尚士 公益社団法人 シャンティ国際ボランティア会　理事・事務局長

中村　国生 特定非営利活動法人 東京シューレ　事務局長

林　　大介 子どもの権利条約ネットワーク　事務局長／東洋大学　非常勤講師

乾　とし子 パナソニック株式会社 ブランドコミュニケーション本部
 CSR・社会文化部 CSR・企画推進課　課長
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＜団体概要＞
①　2009年設立（法人格取得：2014年 認定取得：2018年）
②　LGBT問題を切り口として、『互いの違いを受け
入れあえる社会』を次世代に創出することを目標に、
『今』を変えていくことからその実現に取り組む
こと、個人の意識を変えること、また他者の意識を
変えられる個人を創出することで、『互いの違いを
受け入れあえる個人』を養成すること

③　LGBT教育事業（出張授業・研修、教材作成）、
若者リーダー応援事業、LGBT就活事業

④　東京都新宿区・世田谷区、神奈川県横浜市など
⑤　小学生・中学生・高校生・大学生・教職員や保護者
等子どもに関わる大人

⑥　事務局有給職員2人、現場有給職員7人
⑦　ボランティア500人、寄付80件
⑧　正会員16人、その他会員56人
⑨　5,200万円（2018年予算）
　　5,631万円（2017年決算）
　　3,483万円（2016年決算）
⑩　https://rebitlgbt.org/

＜推薦理由＞

　ReBitは、LGBTの子どももありのままでオトナになれる社会をめざし、教育現場向けの教材作成や

出張授業、LGBTの若者のリーダー育成や成人式、就活支援などに精力的に取り組んでいる。LGBTへ

の社会的な関心は高まっているが、2020年の東京オリンピック・パラリンピック以降も継続的に

LGBTの子ども・若者の課題に関われるよう、安定した寄付財源の確保が課題と捉えている。

　組織基盤強化1年目は、ファンドレイジングの基盤を整えるため、2018年度にパブリックサポート

テスト基準の達成、2019年度に認定NPO法人格の取得、2020年度に年間寄付額3,000万円の獲得を

目標に掲げ、組織診断に先行してファンドレイジングに具体的に着手し、タイムライン管理など

を着実にこなし、個人寄付は増加傾向にあることが報告された。

　今回申請された2年目の組織基盤強化事業については、Webマーケティングを強化することで財源

基盤のさらなる安定化をめざすとしている。施策のトライアルとPDCA管理を軸に事業を回すこと

は、組織基盤をより強固なものにし、活動をさらに展開していくために重要であろう。

ファンドレイジングは単なる資金調達だけが目的ではなく、団体の活動理念や意義を社会に広げ、

理解促進につなげていくこととセットでなければ、その効果は一過性のものとなる。

LGBTに対する無理解もまだまだ根強い中、今後、社会的な理解を促進しながら、ファンドレイジング

をさらに広げていくためには、LGBTの課題を人権課題として社会に定着させていくための方策を

見つけ、提示していくことが必要である。今回の助成事業を通じて、こうした視点からファンド

レイジングに取り組まれることを期待したい。

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②設立目的　③活動内容　④活動地域　⑤子どもの対象年齢　⑥有給スタッフ数　
 ⑦ボランティア数・寄付件数　⑧会員数　⑨財政規模　⑩HPアドレス　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

事業名 “LGBTブーム”が去った2020年以降も継続的に事業が行えるように、安定した個人継続寄付者数の増加を目指す
団体名 認定特定非営利活動法人 ReBit
代 表 者 藥師 実芳（代表理事）

継続助成2年目

＜団体概要＞
①　2003年設立（法人格取得：2003年 認定取得：2011年）
②　闘病中の子どもたちの基本的人権が尊重され、最善
の医療を受け日々の生活の質を向上させることがで
きるよう、本人および家族に精神的、物質的支援を
する事業並びに小児医療に関わる法人、団体への
支援事業を行うとともに闘病中の子どもたちの現状
を広く社会に伝え、志のあるボランティアを育成する
ことによって、広く社会全体の子育て環境の改善に
寄与すること

③　患者家族滞在施設「リラのいえ」運営事業、
き ょ う だ い 児 預 か り 保 育 事 業 、
重 症 心 身 障 が い 児 へ の 音 楽 支 援 活 動 、
小児ホスピス設立準備活動

④　神奈川県横浜市南区
⑤　乳幼児・小学生・中学生・高校生・大学生
⑥　事務局有給職員1人、現場有給職員10人
⑦　ボランティア50人、寄付373件
⑧　正会員111人・2団体、その他会員83人・2団体
⑨　2,319万円（2018年予算）
　　4,769万円（2017年決算）
　　3,135万円（2016年決算）
⑩　http://www.smileofkids.jp/

＜推薦理由＞

　スマイルオブキッズは、病気や障がいがあっても、子どもたちがその胸に夢と希望をもって未来をつくって

いけるよう、あたたかくサポートできる社会をめざし、患者家族のための滞在施設の運営、きょうだい児

の預かり保育、重症心身障がい児への音楽支援などに取り組んでいる。設立15年目を迎え、これまでの

事業拡大や体制移行などの変化に伴い、団体理念の共有や業務分担などが課題となり、小児ホスピスを

新法人として設立・分離することを機に、組織基盤強化に取り組むこととなった。

　組織基盤強化1年目においては、組織診断に取り組み、事業戦略の可視化、事務局を中心とした体制づくり、

24時間・365日の施設運営を担うボランティアと理事会との情報共有と意思疎通など、7つの課題を抽出

した。診断の結果を踏まえた取り組みはまだ限定的であるものの、外部のコンサルタントを入れたことで

組織風土に変化が生じ、組織が変わる契機となったことが伺える。

　2年目の組織基盤強化事業では、1年目に立案した組織内コミュニケーション施策を運用し、コミュニティ

キャピタル診断を実施して、昨年からの組織の変化を可視化する。また、1年目に立ち上げた組織基盤強

化プロジェクトチームを中心に、理事会・事務局・ボランティアの体制や役割分担を整え、継続的な運営

のための基礎をつくり、外部団体との協働や連携に向けた広報・情報発信強化の準備に着手するとして

い る 。

病気や障がいのある子どもと家族の未来を見据えた活動をめざし、組織力強化やコミュニケーション

強化に重点的に取り組み、こうした基盤を強固なものにすることが不可欠である。多様なポテンシャルを

もつボランティアが集まっていることが伺えるので、その良さを意識しながら組織がグレードアップされる

ことを期待したい。

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②設立目的　③活動内容　④活動地域　⑤子どもの対象年齢　⑥有給スタッフ数　
 ⑦ボランティア数・寄付件数　⑧会員数　⑨財政規模　⑩HPアドレス　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

寄付
7.1％

会費
0.2％

自主事業
0.7％

受託事業
60.7％

助成・
補助金
31.3％

寄付
25.5％

会費
1.0％

その他
0.6％

自主事業
16.5％

助成・
補助金
56.4％

事業名 新法人設立・業務分割に伴う組織マネジメントの課題整理と次世代に繋げて行くための組織基盤強化
団体名 認定特定非営利活動法人 スマイルオブキッズ
代 表 者 松尾 忠雄（理事長）
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＜団体概要＞
①　2014年設立（法人格取得：2014年）
②　寺社を主な活動場所として、未成年者やその保護
者、学校教員等に対する教育事業を行い、日本の
教育の質の向上に寄与すること

③　主に小中学生と大学生・社会人スタッフが共に学び
合う学びの場の運営（放課後教室（平日）、
プログラミング学習や探求学習（土日））

④　京都市、東京都大田区、福井市など
⑤　乳幼児・小学生・中学生・高校生・大学生・
子育て中の大人

⑥　事務局有給職員9人、現場有給職員11人
⑦　ボランティア20人、寄付339件
⑧　正会員11人
⑨　1,118万円（2018年予算）
　　1,041万円（2017年決算）
　　　671万円（2016年決算）
⑩　https://teraschool.jp/

＜推薦理由＞

　寺子屋プロジェクトは、みんなが学び続け、みんなが子育てに関われる社会をめざし、地域コミュ

ニティのハブ的な役割をもつお寺を会場に、多様な経済環境にある子どもたちがともに学ぶ現代

の寺子屋「Tera school」を京都市内3か所と東京都内1か所で運営し、大学生や社会人、主婦、シニ

アなど幅広く多様な市民が担い手となっている。更にはこれをロールモデルに福井、青森、岡山で

地域の人々による学びの場の開設支援を行ってきた。設立5年目を迎え、より良い学びの場を全国

に広げていくことをめざし、人材の強化と財務強化に取り組むこととなった。

　組織基盤強化1年目では、事務局職員の新規採用やミドルマネージャーの育成などの人材の強化

と、3か年の中期経営計画の策定に着手している。こうした取り組みの中で、本団体は子どもも

大人も主体的に学び合う組織であり、活動の原点はコミュニティづくりであることを確認し、

スタッフの学び合いをベースにした組織づくりを進め、躍動感ある取り組みとなっていることが

中間報告書から伺える。

　2年目の組織基盤強化事業では、財務強化に重点を置き、特例認定NPOの取得と、ステークホルダー

への価値の伝達や関係性のデザインといった広義のマーケティング強化に取り組み、将来を見据

えた収益モデルの確立をめざす。これと並行して、スタッフの相互成長を促す環境整備に取り組

む こ と で 、ミ ド ル マ ネ ー ジ ャ ー の 育 成 を さ ら に 進 め る と し て い る 。

1年目に策定する中期ビジョンをもとに、組織の足場を固めてより飛躍できる団体へと成長する

よう期待したい。また、全国各地のお寺との連携で活動が展開されていく面白さと可能性を秘め

ており、今後、どのような発展をめざしていくのか注目していきたい。

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②設立目的　③活動内容　④活動地域　⑤子どもの対象年齢　⑥有給スタッフ数　
 ⑦ボランティア数・寄付件数　⑧会員数　⑨財政規模　⑩HPアドレス　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

事業名 21世紀の寺子屋のモデルを全国に広げるための特例認定NPO取得と収益モデルの確立を軸とした組織基盤強化
団体名 特定非営利活動法人 寺子屋プロジェクト
代 表 者 荒木 勇輝（代表理事）

＜団体概要＞
①　2010年設立（法人格取得：2014年）
②　開発途上国の子どもたちをはじめとする、学習機会
や学習環境に恵まれない人々に対して、日本および
開発途上国の若者が中心となり、映像教育の提供を
中心とした学習支援事業を行い、彼らが自らの可能
性に挑戦できる社会の実現に寄与すると同時に、
これを発信して広めていくこと

③　途上国各国で主に中高生をターゲットとして映像
教育を届ける「e-Education Project」

④　バングラデシュ、フィリピン、ミャンマーなど
⑤　小学生・中学生・高校生
⑥　事務局有給職員2人、現場有給職員4人
⑦　ボランティア約50人、寄付20件
⑧　正会員12人、その他会員102人
⑨　7,405万円（2018年予算）
　　6,759万円（2017年決算）
　　3,902万円（2016年決算）
⑩　http://eedu.jp/

＜推薦理由＞

　e-Educationは、「最高の授業を、世界の果てまで届ける」をミッションに、途上国の農村部でより困難な

環境下にある中高生たちのために、DVDメディアを使った映像教材を製作・配布し、良質な教育へのアク

セ ス 拡 大 に 取 り 組 ん で い る 。

バングラディシュでは首都予備校のトップ講師の授業を映像化し、農村部の高校生へ提供して、これまで

に200名を超える子どもたちが難関大学への進学を果たした。2014年には世界銀行と協働して、全国40の

中学校へ映像教育を提供するとともに、授業に参加する女子生徒割合は55％を超えた。これらの取り組

みは、14か国へと広がりを見せている。

　組織基盤強化1年目には、クラウドファンディングへの依存度を減らし、不安定だった固定費の財源確保

を多様化させていくため、マンスリーサポーター制度を展開した。同時に経営管理体制の強化をめざし

て 、 経 理 業 務 フ ロ ー の 整 理 に 着 手 し た 。

2年目の組織基盤強化事業では、外部専門家の力も借りながら、会計、労務面での整備を進め、特例認定

NPOを申請し、2018年6月には無事取得することができた。また、導入した顧客管理システムと、イベントを

導線としたダイレクトマーケティング、あるいはWEBマーケティング上の施策に連動させることで、サポー

ター獲得の成果も出始めている。

　今回3年目となる本助成事業では、過去2か年で得られた成果と課題、教訓に基づいて、引き続き最重点

課題と位置付けた財政基盤強化に向けて、発展的なチャレンジが進展していくことを期待したい。

特に本団体の明確なミッションを上手く活かしたブランディングの確立、その下での広報、ファンドレイジ

ング戦略・施策づくりが、他団体にとっても成長モデルの一つになり得ると期待したい。

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②設立目的　③活動内容　④活動地域　⑤子どもの対象年齢　⑥有給スタッフ数
 ⑦ボランティア数・寄付件数　⑧会員数　⑨財政規模　⑩HPアドレス　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

事業名 特例認定取得後の価値を最大化する、会計及び広報ファンドレイジング業務基盤の強化
団体名 特例認定特定非営利活動法人 e-Education
代 表 者 三輪 開人（理事長）

継続助成3年目

寄付
4.7％

会費
1.2％

自主事業
58.3％

受託事業
17.3％ 助成・

補助金
18.5％

寄付
5.8％

その他
0.2％

自主事業
82.0％

受託事業
4.7％

助成・
補助金
7.3％
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＜団体概要＞
①　2005年設立（法人格取得：2009年 認定取得：2017年）
②　アレルギーの子どもとその家族及び、子育て支援各
関係者、保育園・幼稚園・学校等の公的機関、
不特定多数の地域住民に対して、アレルギーに対する
情報発信と一般周知とに関する事業を行い、もって
保健医療の増進、社会教育、災害時支援、地域福祉
の向上に寄与すること

③　食物アレルギー研修会（アレルギーの学び舎・アレ
ルギー大学）、食物アレルギーサポートデスク、
災害支援、政策提言、つどいの広場運営など

④　京都市、京田辺市、福知山市
⑤　乳幼児・小学生・中学生・高校生・大学生・子ども
の保護者、子どもを受け入れる施設職員等

⑥　事務局有給職員5人
⑦　ボランティア7人、寄付10件
⑧　正会員10人、その他会員51人、企業サポーター7社
⑨　1,273万円（2018年予算）
　　1,113万円（2017年決算）
　　1,084万円（2016年決算）
⑩　http://www.allergy-k.org/

＜推薦理由＞

　FaSoLabo京都は、「食物アレルギーの子どもと保護者・家族のQOL（生活の質）の向上」をミッションに、

食物アレルギーの「当事者の居場所づくり」と「支援者教育」に取り組んできた。その過程で医療機関や

福祉関係、行政等との連携を深め、昨年の大阪北部地震や西日本豪雨災害などの災害時においても、

早い段階から物資の支援を行うなど、着実に活動の幅を広げてきた。

　2016年からの2年間、本助成を受けて組織診断からはじまり、事務局職員や役員等へのミッション・知見

の共有や、事業と組織体制を見直し、組織基盤強化に向けた中期計画の策定に取り組んできた。

なかでも、「子育て支援からの食物アレルギー支援」の調査を行い、「白書」にまとめたことで、当事者の

ニーズや生の声を再認識する機会となり、自分たちの事業や活動を客観的に評価できたのみならず、

支援者への信頼性を高めることにもつながっている。さらに調査を通じて明らかとなった成果と課題を

踏まえ、子育て支援を中心に据えた「食物アレルギー相談援助研究会」を立ち上げるまでに成長している。

　今回3年目となる本助成事業では、これまでの組織基盤強化の取り組みを活かしながら、相談援助研究

会の確立にむけた一歩を踏み出し、政策提言など社会課題解決のスキルや手法の向上に向け、職員の

ス キ ル ア ッ プ に 取 り 組 ん で い く 。

これまで蓄積してきたデータや当事者の声を強みに、自治体や国レベルでの取り組みにつなげ、食物アレ

ルギーの子どもや保護者・家族のQOL向上に向けた取り組みが全国に波及していくことを期待したい。

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②設立目的　③活動内容　④活動地域　⑤子どもの対象年齢　⑥有給スタッフ数　
 ⑦ボランティア数・寄付件数　⑧会員数　⑨財政規模　⑩HPアドレス　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

事業名 「共に学び考える」組織への基盤強化
団体名 認定特定非営利活動法人 FaSoLabo京都（旧：アレルギーネットワーク京都ぴいちゃんねっと）
代 表 者 空閑 浩人（理事長）

アフリカ分野 選考委員長

稲場 雅紀

日本からアフリカへは、年々行きやすくなっています。今年の1月から、成田からインチョンを経由してエチオ

ピアのアディスアベバに向かう直行便が飛んでおり、また、ケニアの首都ナイロビには、中国の広州を経由し

て空港と空港が17時間程度で結ばれるようになりました。

アフリカと日本の市民の間の結びつきはどうでしょうか。

もしかすると、航空網の発達のスピードほどは早くないかもしれません。アフリカと日本の市民の結びつき

が急速に強まったのはおそらく1980-1990年代です。アフリカの飢餓や貧困、保健、教育などの問題に取り組

むために、日本でも多くのNGOが設立され、ボトムアップの「草の根からの開発」に取り組みました。

2000年代にも、いくつかの団体がアフリカに根を張って、HIV/AIDSなど保健の問題をはじめとして開発や紛

争後復興などに取り組みました。一方、音楽、ダンス、映画、文学などを通した市民レベルの文化的交流や、

ユース同士の交流などが拡大したのもこの時期です。こうした蓄積の上に「今」があるのですが、もしかする

と、今までの流れが一服してきたのかもしれません。世界的なソーシャル・ビジネスの流れの中で、日本と

アフリカの関係にも新しい波が出てきている中、市民レベルでの非営利の関係を深めるには、資金の流れの

あり方の変革も含めた新たな動きが必要と思います。

今回、助成団体（継続）として選ばれた「ダイヤモンド・フォー・ピース」の活動は、アフリカと日本の市民レベ

ルの関係に新たな風を吹き込むものとして期待されます。舞台は90年代の苛烈な内戦ののち、復興の歩み

を新しく歴史に刻み付けつつあるリベリア共和国。エシカル・ダイヤモンドを世界に根付かせ、資金を現地

に還元することで、ようやく定着し始めた平和を持続可能にしていく取り組みは、文化・経済・社会・環境を

統合的にとらえ、全体を変革していくSDGsの考え方とも見事に合致しています。

折しもアフリカは、資源安の中でも一部諸国では高い経済成長が続いており、エチオピアとエリトリアの

和解による「アフリカの角」地域の安定化の促進などポジティブな面も見られます。一方で、いくつかの国で

は以前からあった地域紛争が再燃し、深刻な人道問題も生じているなど、「二極化」の様相が出てきています。

こんな中にあって「ダイヤモンド・フォー・ピース」をはじめとした、独創的なアプローチによる日本とアフリ

カの市民間の関係構築は、ますます必要とされています。

2019年は、6年ぶりに「アフリカ開発会議」（TICAD）が日本（横浜）で開かれます。これも一つのチャンスと

しつつ、今回の助成が、アフリカと日本の市民レベルの関係に新たな1ページを開く一助となることを期待

します。

【アフリカ分野】選考委員長総評

寄付
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4.1％

その他
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＜団体概要＞
①　2014年設立（法人格取得：2015年）

②　ダイヤモンドが人道・環境配慮の上、採掘・カット・
製造されることが当たり前の社会になることを目指し、
ダイヤモンド取引の問題や課題の啓発、採掘・製造に
関わる労働者の自立を促す事業を実施。ダイヤモンド
のサプライチェーンにいる労働者の労働環境改善・
社会的地位の向上、ダイヤモンド業界における取引が
道徳的で公平になるよう働きかけること

③　ダイヤモンドを取り巻く課題についてのウェブサイ
ト・SNS・イベントや勉強会・出張講座・講演等での
発信、採掘労働者の自立支援事業

④　リベリア共和国
⑤　1人
⑥　正会員10人
⑦　40人
⑧　217万円 （2018年度予算）
　　259万円 （2017年度決算）
　　265万円 （2016年度決算）
⑨　http://diamondsforpeace.org/

＜推薦理由＞

　本団体は、世界各地で活躍する開発分野の専門家達が、「すべてのダイヤモンドが人道・環境配慮

の上、採掘・カット・製造されることが当たり前の社会」を目指し、その専門性を活かし2014年から

啓発活動（現在のダイヤモンド取引における問題や課題の啓発）、自立支援（アフリカをはじめと

する途上国における、ダイヤモンド関連労働者の労働環境改善・社会的地位向上支援）を行っている。

　実態調査の実施と合わせ、日本に比べ適正なダイヤモンド取引に対する問題意識が高い欧米社会

を対象とした英語での情報発信活動に注力した助成一年目の実績を踏まえ、英国、米国の「エシカ

ルジュエラー」が集まるカンファレンスに参加し、啓発活動と自立支援活動のパートナー探しに

つなげていく取り組みの進展に期待したい。

　また、日本社会への啓発活動に際してはウェブサイトの和・英文での発信強化、和英併記のタブロ

イド判の広報誌発行など広報媒体の充実と合わせ、地元である「よこはま国際フェスタ2018」への

出展やワークショップを兼ねた報告イベントの開催などのオフライン企画を通した潜在的関心

層へのアプローチも進めており、本テーマ及び団体の知名度が向上することを期待したい。

＜団体概要＞ ①設立（開設）年 　②設立目的　③活動内容　④活動地域　⑤有給スタッフ数　⑥正会員数
 ⑦ボランティア数　⑧財政規模（年間経常収入）　⑨HPアドレス　＊円グラフは、2017年度の収入内訳

事業名 欧米圏における潜在支援者をアクティブな支援者に転換するオフライン広報基盤の強化
団体名 特定非営利活動法人 ダイヤモンド・フォー・ピース
代 表 者 村上 千恵（代表理事）

継続助成2年目

寄付
47.7％

会費
1.9％

その他
0.1％

助成・
補助金
50.3％

アフリカ分野 選考委員長

稲場 雅紀

日本からアフリカへは、年々行きやすくなっています。今年の1月から、成田からインチョンを経由してエチオ

ピアのアディスアベバに向かう直行便が飛んでおり、また、ケニアの首都ナイロビには、中国の広州を経由し

て空港と空港が17時間程度で結ばれるようになりました。

アフリカと日本の市民の間の結びつきはどうでしょうか。

もしかすると、航空網の発達のスピードほどは早くないかもしれません。アフリカと日本の市民の結びつき

が急速に強まったのはおそらく1980-1990年代です。アフリカの飢餓や貧困、保健、教育などの問題に取り組

むために、日本でも多くのNGOが設立され、ボトムアップの「草の根からの開発」に取り組みました。

2000年代にも、いくつかの団体がアフリカに根を張って、HIV/AIDSなど保健の問題をはじめとして開発や紛

争後復興などに取り組みました。一方、音楽、ダンス、映画、文学などを通した市民レベルの文化的交流や、

ユース同士の交流などが拡大したのもこの時期です。こうした蓄積の上に「今」があるのですが、もしかする

と、今までの流れが一服してきたのかもしれません。世界的なソーシャル・ビジネスの流れの中で、日本と

アフリカの関係にも新しい波が出てきている中、市民レベルでの非営利の関係を深めるには、資金の流れの

あり方の変革も含めた新たな動きが必要と思います。

今回、助成団体（継続）として選ばれた「ダイヤモンド・フォー・ピース」の活動は、アフリカと日本の市民レベ

ルの関係に新たな風を吹き込むものとして期待されます。舞台は90年代の苛烈な内戦ののち、復興の歩み

を新しく歴史に刻み付けつつあるリベリア共和国。エシカル・ダイヤモンドを世界に根付かせ、資金を現地

に還元することで、ようやく定着し始めた平和を持続可能にしていく取り組みは、文化・経済・社会・環境を

統合的にとらえ、全体を変革していくSDGsの考え方とも見事に合致しています。

折しもアフリカは、資源安の中でも一部諸国では高い経済成長が続いており、エチオピアとエリトリアの

和解による「アフリカの角」地域の安定化の促進などポジティブな面も見られます。一方で、いくつかの国で

は以前からあった地域紛争が再燃し、深刻な人道問題も生じているなど、「二極化」の様相が出てきています。

こんな中にあって「ダイヤモンド・フォー・ピース」をはじめとした、独創的なアプローチによる日本とアフリ

カの市民間の関係構築は、ますます必要とされています。

2019年は、6年ぶりに「アフリカ開発会議」（TICAD）が日本（横浜）で開かれます。これも一つのチャンスと

しつつ、今回の助成が、アフリカと日本の市民レベルの関係に新たな1ページを開く一助となることを期待

します。

＜選考委員＞

稲場　雅紀 特定非営利活動法人 アフリカ日本協議会　国際保健部門ディレクター　（★選考委員長）
 一般社団法人 SDGs市民社会ネットワーク　業務執行理事

加藤　昌治 株式会社博報堂 PR戦略局 統合プラニング一部　部長

松尾　沢子 認定特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター（JANIC） 連携グループ　マネージャー

奥田　晴久 パナソニック株式会社 ブランドコミュニケーション本部
 CSR・社会文化部 事業推進課 社会連携・社員参画係　係長
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【 総 収 入 額 の 増 加 は わ ず か だ が 、 自 主 事 業 が 増 加 し た 】
助成実施前の総収入に対する助成最終年及び最新の決算での各団体の総収入の増加率の平均は、助成最終年は

2.1％、現在は-8.1％であった。財源別では「自主事業」で助成最終年に15.2％、現在22.2％の増加率を示した。また、

11団体中8団体（72.7％）の団体が「大いに安定した」「ある程度安定した」と回答した。

助成実施前に比べ現在の総収入が減少している

団体は8団体であったが、そのうち6団体は、財源が

「大いに多様化した」「ある程度多様化した」と答え、

5団体が「大いに安定した」「ある程度安定した」と

回答した。総収入は減少しているが、財源の多様化・

安定化は図れており、行政依存からの脱却や、業務

や事業のスリム化、外部環境の変化に応じた方向転

換などの組織変革・事業変革に取り組むことで、組

織の体質改善が図られている様子がうかがえる。

【スタッフ数が拡大した】
実施前に対する現在の各団体の有給、無給を合わ

せたスタッフ数の増加率の平均は30.4％であった。

有給スタッフについては、常勤38.9％、非常勤93.2％

であった。

   増加率 n

 有給・常勤スタッフ 38.9% 9

 有給・非常勤スタッフ（パートタイマーなど） 93.2% 9

 有給計 35.2% 10

 無給・常勤スタッフ 26.0% 3

 無給・非常勤スタッフ 29.1% 2

 無給計 7.7% 3

 スタッフ計 30.4% 11

 上記以外のボランティア -13.8% 5

（図表4）

2018年 Panasonic NPOサポート ファンド 事業評価レポート

組織基盤強化の取り組みにより、
組織基盤がどのように強化され、
事業のアウトカムがどのように拡大したか

組織基盤強化の取り組みにより、
組織基盤がどのように強化され、
事業のアウトカムがどのように拡大したか

Panasonic NPOサポート ファンドでは、2011年より毎年、助成事業の成果を検証することを目的に、助成終了後1年

以上が経過した団体を対象にフォローアップ調査を実施している。

組織基盤強化助成の成果は、どれだけ助成団体の組織基盤が強化されたかという視点に加えて、事業の成果がどれ

だけ高まったかという視点で確認する必要がある。

今回は2016年に助成期間を終了した11団体を対象にアンケート調査を行い、本事業による資金提供及び非資金的取り

組みが、助成対象団体の組織基盤の強化や、活動の充実による社会課題の解決の促進に与えた影響について調査し

評価を行った。

本評価の目的と概要

2016年に助成期間を終了した11団体

（図表1）を対象に以下の調査を行い、

評価を行った。

①  応 募 用 紙 、完 了 報 告 書 、

組織診断報告書の分析

② アンケート調査

③ 診断シートを指標群として活用した、

助成の前と後の組織運営力の比較

評価方法 団体名 分野 助成期間

（図表1）

団体数 今回調査対象とした助成期間区分

（図表2）

（図表3）

Ⅰ：組織診断と2年間の組織基盤強化 2団体 2014年～2016年

Ⅱ：組織診断と1年間の組織基盤強化 5団体 2015年～2016年

Ⅲ：組織診断と組織基盤強化（合計で1年間） 4団体 2016年

   助成最終年 現在

   増加率 n 増加率 n

 総収入額  2.1% 11 -8.1% 11

  会費 -14.1% 10 -37.2% 11

  寄付 18.4% 10 -18.1% 10

 　内訳 助成金・補助金等 -7.8% 11 -22.1% 11

  事業収入（委託費） -6.7% 9 -10.3% 9

  事業収入（自主事業） 15.2% 10 22.2% 10

 総支出額  8.1% 11 -10.9% 11

1 ）団 体 の 規 模 や 人 員 、組 織 課 題 の 解 決 の 度 合 い な ど の 定 量 的 評 価

収入額の変化、財源の多様化、自主財源比率の変化、会員数、スタッフ数、助成申請の際に抱えていた組織運営上

の課題がどのくらい解決されたか、組織診断の効果等

2）助成先団体の組織能力の定量的評価（事前・事後の比較）

3）助成先団体における事業アウトカムの検証

公益財団法人 パブリックリソース財団 事務局長　田口由紀絵

認定特定非営利活動法人 びわこ豊穣の郷 環境 2016年1月～2016年12月

特定非営利活動法人 芦生自然学校 環境 2016年1月～2016年12月

一般社団法人 水辺のユニオン 環境 2016年1月～2016年12月

特定非営利活動法人 しずおか環境教育研究会 環境 2015年1月～2016年12月

認定特定非営利活動法人 自然再生センター 環境 2015年1月～2016年12月

認定特定非営利活動法人 環境市民 環境 2014年1月～2016年12月

特定非営利活動法人 MerryTime 子ども 2016年1月～2016年12月

特定非営利活動法人 ふぉーらいふ 子ども 2016年1月～2016年12月

特定非営利活動法人 キッズドア 子ども 2014年1月～2014年12月

  2016年1月～2016年12月

認定特定非営利活動法人 長野サマライズ・センター 子ども 2015年1月～2016年12月

認定特定非営利活動法人 みやぎ発達障害サポートネット 子ども 2014年1月～2016年12月

・2016年に助成期間を終了した11団体のうち9団体（81.8%）が、組織基盤強化事業の取り組みにより、助成前に

抱えていた課題が解決した

・組織運営力は、11団体の平均で助成前の54.7ポイントから69.6ポイントに、約1.3倍上昇した

・11団体すべてで、主要事業のアウトカムが増大した

上記の結果より、NPOサポート ファンド事業の有効性が確認できた。

評価結果サマリー

11団体は、助成期間と内容によって

（図表2）のように3つに区分される。

評価の視点

アンケートおよび診断シートに回答があった11団体を対象に、「評価の視点」に沿って評価を行った。

助成団体の組織基盤がどのくらい強化されたかを測るために、団体の規模や人員、組織課題の解決の度合いなどの

定量的評価を行った。アンケートの回答によれば、2016年に助成期間を終えた11団体のうち9団体（81.8%）で組織運営

上の課題が解決した。

【 8 割 の 団 体 が 、 助 成 前 に 抱 え て い た 課 題 が 解 決 し た 】
組織運営上の課題の解決の度合いを自己評価で聞いたところ11団体中4団体で「目標を上回って（目標の120％）」

あるいは「目標どおり（目標の100％）」、5団体で「ほぼ解決された（目標の80％）」。全体で81.8％の団体が、組織運営

上の課題の解決がはかられたとしている。

「目標を上回って解決された（目標の120％）」と回答した2団体は、いずれも子ども分野の団体である。そのうちの1団体

は、年間総収入額が助成前の4.6倍に増加し、特に事業収入（委託費）の伸びが6.97倍と顕著であった。また、事業アウ

トカムについては、年間450名だった利用者（経済的に困難な家庭の子どもの学習支援プログラムの利用）が、現在で

は 年 間 2 , 0 6 4 名 と 約 4 . 6 倍 に 増 加 す る な ど 、受 益 対 象 者 が 大 幅 に 拡 大 して い る 。

もう一方の団体は、年間総収入額が助成前の1.6倍に増加し、特に助成金が7.6倍、事業収入（自主事業）が約2倍に

拡大した。また、組織運営力が、助成前の55.8ポイントから78.5ポイントと、22.7ポイント上昇している。事業アウトカムに

ついては、年間110名だった利用者（自閉症・発達障がいのある子どもたちの支援プログラムの利用）が147名に増加す

るなど、受益対象者が拡大している。

一方で、「あまり解決されなかった（目標の60％）」と回答した団体は2団体だった。2団体に共通しているのは、年間総

収入額が減少していること、組織運営力が上昇しているもののそれぞれ3.4ポイントと5ポイントと低い値にとどまって

い る こ と 、事 業 ア ウ ト カ ム に つ い て は 拡 大 し て い る こ と な ど で あ る 。

組織運営上の課題が、なぜ目標を上回って解決したのか、あるいはあまり解決されなかったのか、その要因を明らか

にするためには、さらに個別にヒアリングを行うなどの調査を行った上で分析する必要があるだろう。

　1） 団体の規模や人員、組織課題の解決の度合いなどの定量的評価

評価結果
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NPOを
強くする

「ビッグイシュー日本版 第339号（2018年7月15日発行）」
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●Panasonic NPO/NGOサポートファンド for SDGs　【海外助成】協働事務局

認定特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター（JANIC）　　http://www.janic.org/

JANIC（ジャニック）は、1987年に設立された、100団体以上の日本のNGOを正会員とする、

日本有数のネットワークNGOです。

持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向け、多様なNGOの力の最大化を図ると共に、ネット

ワークをつくることで、NGO間、政府や企業、労働組合、自治体等との連携・協働を進め、社会

課題解決の促進を目指しています。

　〒169－0051　東京都新宿区西早稲田2－3－18　アバコビル5階

電話：03－5292－2911

●Panasonic NPO/NGOサポートファンド for SDGs　【国内助成】協働事務局
●Panasonic NPOサポート ファンド　【子ども分野】協働事務局

特定非営利活動法人 市民社会創造ファンド　　http://www.civilfund.org

市民社会創造ファンドは、個人・企業・団体などから多様な寄付や助成の受け皿となり、個別の

NPOが行う特定のテーマ活動に対して助成を行う、専門的なコンサルテーション機能を備え

た資金仲介組織です。新しい市民社会の実現に寄与することを理念とし、NPOの資金源を

豊かにし、NPOセクターの自立した発展と活性化を図ることを目的に、特定非営利活動法人

日本NPOセンターの実績の一部を継承・発展する形で2002年に設立されました。

　〒103－0012　東京都中央区日本橋堀留町1－4－3　日本橋ＭＩビル1階

電話：03－5623－5055

●Panasonic NPOサポート ファンド　【環境分野】協働事務局

特定非営利活動法人 地球と未来の環境基金　　http://www.eco-future.net

地球と未来の環境基金は、環境問題の解決に向けて市民と企業のパートナーシップによる

社会貢献を推進する団体として、2000年より活動を開始。国内の森づくり活動や海外NGOと

連携した環境保全活動、非木材紙の普及啓発、企業のCSR活動のサポートなど、様々な主体

とともに実践的な活動を行っています。2002年から、パナソニック株式会社の「NPOの組織

基盤強化事業」の協働事務局としての活動をはじめ、環境分野のNPOを支援する中間支援的

な事業にも取り組んでいます。

　〒101－0041　東京都千代田区神田須田町2－2－5　CTNビル3階

電話：03－5298－6644

本ファンドでは、NPO/NGOの現場に即した効果的なプログラムとするために、

NPO/NGO中間支援組織と協働して企画開発・運営しています
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